
 

 

６１．西風新都石内上中地区 地区計画 

決  定  平成 25 年 9 月 30 日 広島市告示第 418 号 

最終変更  平成 30 年 4 月 1 日 広島市告示第 173 号 

（西風新都計画誘導型「まちづくりタイプ」） 

名     称 西風新都石内上中地区 地区計画 

位     置 広島市佐伯区五日市町大字石内の一部 

面     積 約２．４ｈａ 

地区計画の目標 石内上中地区は、広島市の北西部で新たな都市機能の集積拠点として整備されている

西風新都の中にあって、石内地区のほぼ中央に位置し、豊かな田園環境の中に幹線道路

の利便性を兼ね備えた地区である。 

本地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計画

誘導地区」と位置付けられ、地域住民が主体となって地区計画制度等を積極的に活用し、

計画的な魅力あるまちづくりを行う地区とされている。また、地域住民等によって策定

された「石内まちづくり基本構想」及び「石内まちづくり計画」においても、地区計画

制度を利用しながら、地域軸にふさわしい計画的な土地利用を促進することとされてい

る。 

このため、本地区の土地所有者等が勉強会やワークショップによる検討を重ね、地区

計画を策定することにより、計画的で魅力ある市街地環境の形成を図ろうとするもので

ある。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 沿道環境や景観の改善等を進めるとともに、幹線道路を生かした沿道にふさわしい土

地利用を進める。 

地区施設の整備の方針 本地区における地区施設は、既存の道路を有効に活用しながら、安全で快適な環境や

景観の確保に努める。 

建築物等の整備の方針 建築物等について次のような事項を定めることにより、良好な市街地環境の形成と安

全で快適な地区環境の保全・創出を図る。 

１ 建築物等の用途の制限 

２  建築物の容積率の最高限度 

３  建築物の建蔽率の最高限度 

４  建築物の高さの最高限度 

５ 壁面の位置の制限 

６ 建築物等の形態又は意匠の制限 

７ 垣又は柵の構造の制限 

なお、建築基準法第６２条に定める準防火地域内の建築物を建築することにより、本

地区の不燃化と防災力の向上を図る。 

その他当該地区の整備、

開発及び保全の方針 

屋外広告物（屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第１項に定めるもの

をいう。）に光源を設ける場合は、まぶしさを防止する対策を図るなど周辺の環境に配

慮する。 
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地 区 
の 

区 分 

名称 
沿道地区Ａ 

（近隣商業地域） 

沿道地区Ｂ 

（市街化調整区域） 

面積 約２．３ｈａ 約０．１ｈａ 

建築物の用途の

制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

１ 神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

２ ボーリング場、スケート場、水泳場、

スキー場、ゴルフ練習場又はバッティン

グ練習場 

３ ホテル又は旅館 

４ 自動車教習所 

５ 床面積の合計が１５平方メートルを

超える畜舎（店舗等に附属するものを除

く。） 

６ 勝馬投票券発売所、場外車券売場そ

の他これらに類するもの 

７ カラオケボックスその他これに類す

るもの（鉄筋コンクリート造等の遮音上

有効な建築物内に設けるものを除く。） 

８ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 

９ 倉庫業を営む倉庫 

10 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律（昭和２３年法律第１

２２号）第２条第１項に規定する風俗

営業又は同条第６項に規定する店舗型

性風俗特殊営業に係る建築物 

11 ナイトクラブその他これに類する建

築基準法施行令第１３０条の７の３に

定める建築物 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

１ 神社、寺院、教会その他これらに類する

もの 

２ ボーリング場、スケート場、水泳場、ス

キー場、ゴルフ練習場又はバッティング練

習場 

３ ホテル又は旅館 

４ 自動車教習所 

５ 床面積の合計が１５平方メートルを超

える畜舎（店舗等に附属するものを除く。） 

６ 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他

これらに類するもの 

７ カラオケボックスその他これに類する

もの（鉄筋コンクリート造等の遮音上有効

な建築物内に設けるものを除く。） 

８ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 

９ 倉庫業を営む倉庫 

10 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業又は同条

第６項に規定する店舗型性風俗特殊営業に

係る建築物 

11 ナイトクラブその他これに類する建築基

準法施行令で定めるものナイトクラブそ

の他これに類する建築基準法施行令第１

３０条の７の３に定める建築物 

12 建築基準法別表第２（り）項に掲げるも

の 

建築物の容積率

の最高限度 
－ １０分の２０ 

建築物の建蔽率

の最高限度 
－ １０分の７ 

建築物の高さの

最高限度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

１ 建築物の各部分の高さは、次に掲げるも

の以下としなければならない。 

(1) 前面道路の反対側の境界線からの水平距

離が２０メートル以下の範囲内において

は、当該部分から前面道路の反対側の境界

線までの水平距離に１．５を乗じて得たも

の 

(2) 当該部分から隣地境界線までの水平距離

に、建築物の高さが３１メートルを超える

部分を有するものにあっては、その部分か

ら隣地境界線までの水平距離のうち最小の

ものに相当する距離を加えたものに２．５

を乗じて得たものに、３１メートルを加え

たもの 

２ 前面道路の境界線から後退した建築物に

対する前項第１号の規定の適用について

は、同号中「前面道路の反対側の境界線」

とあるのは、「前面道路の反対側の境界線 
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－ 

 

 

から当該建築物の後退距離（当該建築物（地

盤面下の部分又は建築基準法施行令第１３

０条の１２第１号から第４号まで若しくは

第６号で定める部分を除く。）から前面道路

の境界線までの水平距離のうち最小のもの

をいう。）に相当する距離だけ外側の線」と

する。 

３ 建築物の敷地が２以上の道路に接し、又

は公園、広場、水面その他これらに類する

ものに接する場合、建築物の敷地とこれに

接する道路若しくは隣地との高低差が著し

い場合その他特別の事情がある場合におけ

る第１項及び第２項の規定の適用の緩和に

関する措置は、建築基準法施行令第１３２

条から第１３５条の３に定めるところによ

る。 

４ 第１項第２号の規定による高さの算定に

ついては、地盤面からの高さによる。 

５ 第１項第１号の規定及び建築基準法施行

令第１３０条の１２の規定による高さの算

定については、前面道路の路面の中心から

の高さによる。 

６ 第１項に規定する建築物の高さには、階

段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その

他これらに類する建築物の屋上部分の水平

投影面積の合計が当該建築物の建築面積の

８分の１以内の場合においては、その部分の

高さは、１２メートルまでは、当建築物の高

さに算入しない。 

壁面の位置の制

限 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線（隅切部分を除く。）及び隣

地境界線までの距離は、１メートル以上としなければならない。 

 
  ２ 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の部分については、適用しない。 

(1) 簡易な構造の自動車車庫 

(2) ポーチ等で出入りのための通行専用と認められる建築物の部分 

(3) 物置その他これに類する用途に供する建築物の部分で、次に掲げる要件に該当するも

の 

イ 軒の高さが２．３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内であ

ること 

ロ 当該部分の水平投影の前面道路に面する長さを敷地の前面道路に接する部分の水平

投影の長さで除した数値が５分の１以下であること 

(4) 巡査派出所 

(5) 公衆電話所 

(6) 建築基準法施行令第１３０条の４第４号又は第５号に掲げるもの 

(7) 門又は塀 

(8) 前各号に掲げるもののほか、建築物の部分で高さが１．２メートル以下のもの 

３ 当該地区計画の決定の際現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様替の工事

中の建築物が第１項の規定に適合しない場合においては、当該建築物に対して、第１項

の規定は適用しない。 

４ 前項の規定により第１項の適用を受けない建築物に増築をする場合においては、増築

をする部分が第１項及び第２項までの規定に適合する場合に限り、当該建築物に対し

て、第１項の規定は適用しない。 

５ 第３項の規定により第１項の適用を受けない建築物に修繕又は模様替をする場合に

おいては、当該建築物に対して、第１項の規定は適用しない。 
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建築物等の形態

又は意匠の制限 

１ 屋外広告物は、次の(1)又は(2)に該当する自己の用に供する広告物（以下「自己用」

という。）以外を禁止するとともに、自己用のうち、次の(3)に該当するものは建築物を

利用して表示し、又は広告物を掲出する物件を設置してはならない。 

  ただし、広島市屋外広告物条例（昭和５４年条例第６５号）第６条第１項、第２項、

第４項第３号、同項第４号及び同項第６号に規定するものはこの限りではない。 

(1) 自己の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容を表示する

ため、自己の住所、事業所、営業所若しくは作業場又は車両、船舶等に表示する広告物

又はこれを掲出する物件 

(2) 前号に掲げるもののほか、自己の管理する土地又は物件に管理上の必要に基づき表示

する広告物又はこれを掲出する物件 

(3) 屋上又は屋根の上に広告物の掲出を主たる目的として独立して設けるもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する屋外広告物又は現に工事中の屋外広告物が前項

の規定に適合しない場合においては、当該屋外広告物に対して、前項の規定は適用しな

い。 

３ 前項の規定により第１項の適用を受けない屋外広告物が存する敷地で、建築物の建

築、修繕又は模様替をする場合においては、当該屋外広告物に対して、第１項の規定は

適用しない。 

垣又は柵の構造

の制限 

１ 道路に面して設ける垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれかとする。ただし、

門柱又は公共公益施設にあって安全上やむを得ないものについてはこの限りでない。 

(1) 生け垣 

(2) 網状その他これに類する形状のもので、開放性を著しく妨げないもの 

(3) 地盤面からの高さが１．２メートル以下のもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する垣若しくは柵又は現に工事中の垣若しくは柵が

前項の規定に適合しない場合においては、当該垣又は柵に対して、前項の規定は適用し

ない。 

３ 前項の規定により第１項の適用を受けない垣又は柵が存する敷地で、建築物の建築、

修繕又は模様替をする場合においては、当該垣又は柵に対して、第１項の規定は適用し

ない。 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 

 

理由（都市計画法施行規則第 9 条第 3 項に規定する当該都市計画を定めた理由） 

当該地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計画誘導地区」と位置付けられ、地

域住民が主体となって地区計画制度等を積極的に活用し、計画的な魅力あるまちづくりを行う地区とされている。また、

地域住民等によって策定された「石内まちづくり基本構想」及び「石内まちづくり計画」においても、地区計画制度を

利用しながら、地域軸にふさわしい計画的な土地利用を促進することとされている。 

石内地区のほぼ中央に位置し、豊かな田園環境の中に幹線道路の利便性を兼ね備えた立地特性を生かすとともに、計

画的で魅力ある市街地環境の形成を図るため、地区計画を定めるものである。 
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西風新都石内上中地区 地区計画 
 Ｎ 

※ この計画図は、都市計画法に基づいて定められた地区計画の概ねの区域や区分等を表示した概要計画図です。 

詳細をお知りになりたい場合は、市役所 都市整備局 都市計画課又は所轄区役所 建築課にある縦覧用の計画

図（都市計画の図書）をご覧ください。 

計画図 

　　【凡例】

地区計画区域及び
地区整備計画区域

沿道地区A

沿道地区B

沿道地区 A 

沿道地区 B 
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６２．西風新都伴割岩地区 地区計画 

決  定  平成 26 年 2 月 28 日 広島市告示第  88 号 

最終変更  平成 29 年 7 月 3 日 広島市告示第 318 号 

（西風新都計画誘導型（一般タイプ）） 

名     称 西風新都伴割岩地区 地区計画 

位     置 広島市安佐南区伴西四丁目、伴西五丁目及び伴西町の一部 

面     積 約１．０ｈａ 

地区計画の目標 伴割岩地区は、広島市の北西部で新たな都市機能の集積拠点として整備されている

西風新都の北西部の端に位置し、閑静な住宅団地である伴ハイツに隣接し、幹線道路

である伴北線に面する地区である。 

本地区は、都市基盤も整備されており、広島西風新都インターチェンジに近いなど

利便性が高いため、地区計画を策定することにより、計画的で魅力ある市街地環境の

形成を図ろうとするものである。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 本地区では、地区の特性に応じて地区を二つに区分し、土地利用に関する方針を以

下のように定める。 

１ 「沿道地区」は、沿道環境や景観の改善等を進め、幹線道路を生かした沿道にふ

さわしい土地利用を行う。 

２ 「住居地区」は、居住環境等の周辺環境に配慮しつつ、安全で快適な市街地形成

を進め、低層住宅を中心とした土地利用を行う。 

地区施設の整備の方針 本地区における地区施設は、既存の道路を有効に活用しながら、安全で快適な環境

や景観の確保に努める。 

建築物等の整備の方針 建築物等について次のような事項を定めることにより、良好な市街地環境の形成と

安全で快適な地区環境の保全・創出を図る。 

１ 建築物等の用途の制限 

２  建築物の敷地面積の最低限度 

３  壁面の位置の制限 

４ 建築物等の形態又は意匠の制限 

５ 垣又は柵の構造の制限 

その他当該地区の整備、

開発及び保全の方針 

屋外広告物（屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第１項に定めるも

のをいう。）に光源を設ける場合は、まぶしさを防止する対策を図るなど周辺の環境に

配慮する。 
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地 区 

の 

区 分 

名 称 沿道地区 

（第一種住居地域） 

住居地区 

（第一種低層住居専用地域） 

面 積 約０．８ｈａ 約０．２ｈａ 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の用途の制

限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

１ 神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

２ ボーリング場、スケート場、水泳場、

スキー場、ゴルフ練習場又はバッティン

グ練習場 

３ ホテル又は旅館 

４ 自動車教習所 

５ 床面積の合計が１５平方メートルを

超える畜舎（店舗等に附属するものを除

く。） 

 

次に掲げる建築物以外の建築物は建

築してはならない。 

1 住宅（住戸数が 3 以上の長屋を除く。） 

2 兼用住宅（建築基準法施行令第 130 条

の 3 に定める住宅をいう｡） 

3 共同住宅（住戸数が 2 のものに限る。）、

寄宿舎又は下宿 

4 幼稚園 

5 老人ホーム、保育所、身体障害者福祉

ホームその他これらに類するもの 

6 診療所 

7 集会所 

8 巡査派出所、公衆電話所又は建築基準

法施行令第 130 条の 4 に定める公益上

必要な建築物 

9 前各項の建築物に附属するもの（建築

基準法施行令第 130 条の 5 各号に掲げ

るものを除く。） 

敷地面積の最低限

度 

１６５平方メートルとする。ただし、次に掲げる建築物の敷地については、この限

りではない。 

1 集会所 

2 巡査派出所、公衆電話所又は建築基準法施行令第 130 条の 4 に定める公益上必要

な建築物 

壁面の位置の制限 １ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線（隅切部分を除く。）ま

での距離は、１メートル以上としなければならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の部分については、適用しない。 

(1) 簡易な構造の自動車車庫 

(2) ポーチ等で出入りのための通行専用と認められる建築物の部分 

(3) 物置その他これに類する用途に供する建築物の部分で、次に掲げる要件に該当す

るもの 

イ 軒の高さが２．３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内で

あること 

ロ 当該部分の水平投影の前面道路に面する長さを､敷地の前面道路に接する部分の

水平投影の長さで除した数値が５分の１以下であること 

(4) 巡査派出所 

(5) 公衆電話所 

(6) 建築基準法施行令第１３０条の４第４号又は第５号に掲げるもの 

(7) 門又は塀 

(8) 前各号に掲げるもののほか、建築物の部分で高さが１．２メートル以下のもの 

３ 当該地区計画の決定の際現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様替の

工事中の建築物が第１項の規定に適合しない場合においては、当該建築物に対して、

第１項の規定は適用しない。 

４ 前項の規定により第１項の適用を受けない建築物に増築をする場合においては、

増築をする部分が第１項及び第２項の規定に適合する場合に限り、当該建築物に対

して、第１項の規定は適用しない。 

５ 第３項の規定により第１項の適用を受けない建築物に修繕又は模様替をする場合

においては、当該建築物に対して、第１項の規定は適用しない。 

352



 

 

  

建築物等の形態又

は意匠の制限 

１ 屋外広告物は、次の(1)または(2)に該当する自己の用に供する広告物（以下「自

己用」という。）以外を禁止するとともに、自己用のうち、次の(3)に該当するもの

は建築物を利用して表示し、又は広告物を掲出する物件を設置してはならない。 

  ただし、広島市屋外広告物条例（昭和５４年条例第６５号）第６条第１項、第２

項、第４項第３号、同項第４号及び同項第６号に規定するものはこの限りではない。 

(1) 自己の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容を表示

するため、自己の住所、事業所、営業所若しくは作業場又は車両、船舶等に表示す

る広告物又はこれを掲出する物件 

(2) 前号に掲げるもののほか、自己の管理する土地又は物件に管理上の必要に基づき

表示する広告物またはこれを掲出する物件 

(3) 屋上若しくは屋根の上に広告物の掲出を主たる目的として独立して設けるもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する屋外広告物又は現に工事中の屋外広告物が前

項の規定に適合しない場合においては、当該屋外広告物に対して、前項の規定は適

用しない。 

３ 前項の規定により第１項の適用を受けない屋外広告物が存する敷地で、建築物の

建築、修繕又は模様替をする場合においては、当該屋外広告物に対して、第１項の

規定は適用しない。 

垣又は柵の構造の

制限 

１ 道路に面して設ける垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれかとする。ただ

し、道路の境界線から１メートル以上離れたもの及び門柱又は公共公益施設にあっ

て安全上やむを得ないものについてはこの限りでない。 

(1) 生け垣 

(2) 網状その他これに類する形状のもので、開放性を著しく妨げないもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する垣若しくは柵又は現に工事中の垣若しくは柵

が前項の規定に適合しない場合においては、当該垣又は柵に対して、前項の規定は

適用しない。 

３ 前項の規定により第１項の適用を受けない垣又は柵が存する敷地で、建築物の建

築、修繕又は模様替をする場合においては、当該垣又は柵に対して、第１項の規定

は適用しない。 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 

 

理由（都市計画法施行規則第 9 条第 3 項に規定する当該都市計画を定めた理由） 

広島西風新都インターチェンジへのアクセス性を活かした良好なまちづくりを誘導するとともに、西

風新都全体の活性化を図るため、地区計画を決定するものである。 
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６３．西風新都石内下沖地区 地区計画 

決  定  平成 26 年 2 月 28 日 広島市告示第 89 号 

最終変更  平成 29 年 7 月 3 日 広島市告示第 319 号 

（西風新都計画誘導型「まちづくりタイプ」） 

名     称 西風新都石内下沖地区 地区計画 

位     置 広島市佐伯区五日市町大字石内の一部 

面     積 約２．４ｈａ 

地区計画の目標 石内下沖地区は、広島市の北西部で新たな都市機能の集積拠点として整備されてい

る西風新都の中にあって、石内地区のほぼ中央部に位置し、豊かな田園環境の中に幹

線道路の利便性を兼ね備えた地区である。 

本地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計画

誘導地区」と位置付けられ、地域住民が主体となって地区計画制度等を積極的に活用

し、計画的な魅力あるまちづくりを行う地区とされている。また、地域住民等によっ

て策定された「石内まちづくり基本構想」及び「石内まちづくり計画」においても、

地区計画制度を利用しながら、地域軸にふさわしい計画的な土地利用を促進すること

とされている。 

このため、本地区の土地所有者等が勉強会による検討を重ね、地区計画を策定する

ことにより、計画的で魅力ある市街地環境の形成を図ろうとするものである。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 本地区では、自然と生活文化を大切にしながら、適切かつ良好な土地利用を実現す

るため、地区を２つに区分し、土地利用に関する方針を以下のように定める。   

１ 「沿道地区」は、沿道環境や景観の改善等を進め、幹線道路を生かした沿道にふ

さわしい土地利用を進める地区とする。 

２ 「住居地区」は、田園環境等の周辺環境に配慮しつつ、安全で快適な生活環境を

形成する地区とする。 

地区施設の整備の方針 本地区における地区施設は、既存の道路を有効に活用しながら、安全で快適な環境

や景観の確保に努める。 

建築物等の整備の方針 建築物等について次のような事項を定めることにより、良好な市街地環境の形成と

安全で快適な地区環境の保全・創出を図る。 

１ 建築物等の用途の制限 

２  壁面の位置の制限 

３ 建築物等の形態又は意匠の制限 

４ 垣又は柵の構造の制限 

なお、沿道地区については、建築基準法第６２条に定める準防火地域内の建築物を

建築することにより、本地区の不燃化と防災力の向上を図る。 

その他当該地区の整備、

開発及び保全の方針 

屋外広告物（屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第１項に定めるも

のをいう。）に光源を設ける場合は、まぶしさを防止する対策を図るなど周辺の環境に

配慮する。 
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地
区
整
備
計
画 

地 区 

の 

区 分 

名 称 沿道地区 

（近隣商業地域） 

住居地区 

（第一種住居地域） 

面 積 約２．３ｈａ 約０．１ｈａ 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の用途の制

限 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

１ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

２ ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー場、

ゴルフ練習場又はバッティング練習場 

３ ホテル又は旅館 

４ 自動車教習所 

５ 床面積の合計が１５平方メートルを超える畜舎

（店舗等に附属するものを除く。） 

６ 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これら

に類するもの 

７ カラオケボックスその他これに類するもの（鉄

筋コンクリート造等の遮音上有効な建築物内に設

けるものを除く。） 

８ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 

９ 倉庫業を営む倉庫10 風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１

２２号）第２条第１項に規定する風俗営業又は同

条第６項に規定する店舗型性風俗特殊営業に係る

建築物 

11 ナイトクラブその他これに類する建築基準法施

行令第１３０条の７の３に定める建築物 

次に掲げる建築物は、建築し

てはならない。 

１ 神社、寺院、教会その他こ

れらに類するもの 

２ ボーリング場、スケート

場、水泳場、スキー場、ゴル

フ練習場又はバッティング

練習場 

３ ホテル又は旅館 

４ 自動車教習所 

５ 床面積の合計が１５平方

メートルを超える畜舎（店舗

等に附属するものを除く。） 

 

壁面の位置の制限 

 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線（隅切部分を除く。）及

び隣地境界線までの距離は、１メートル以上としなければならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の部分については、適用しない。 

(1) 簡易な構造の自動車車庫 

(2) ポーチ等で出入りのための通行専用と認められる建築物の部分 

(3) 物置その他これに類する用途に供する建築物の部分で、次に掲げる要件に該当す

るもの 

イ 軒の高さが２．３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内で

あること 

ロ 当該部分の水平投影の前面道路に面する長さを敷地の前面道路に接する部分の

水平投影の長さで除した数値が５分の１以下であること 

(4) 巡査派出所 

(5) 公衆電話所 

(6) 建築基準法施行令第１３０条の４第４号又は第５号に掲げるもの 

(7) 門又は塀 

(8) 前各号に掲げるもののほか、建築物の部分で高さが１．２メートル以下のもの 

３ 当該地区計画の決定の際現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様替の

工事中の建築物が第１項の規定に適合しない場合においては、当該建築物に対して、

第１項の規定は適用しない。 

４ 前項の規定により第１項の適用を受けない建築物に増築をする場合においては、

増築をする部分が第１項及び第２項までの規定に適合する場合に限り、当該建築物

に対して、第１項の規定は適用しない。 

５ 第３項の規定により第１項の適用を受けない建築物に修繕又は模様替をする場合

においては、当該建築物に対して、第１項の規定は適用しない。 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等の形態又

は意匠の制限 

１ 屋外広告物は、次の(1)又は(2)に該当する自己の用に供する広告物（以下「自己

用」という。）以外を禁止するとともに、自己用のうち、次の(3)に該当するものは

建築物を利用して表示し、又は広告物を掲出する物件を設置してはならない。 

  ただし、広島市屋外広告物条例（昭和５４年条例第６５号）第６条第１項、第２

項、第４項第３号、同項第４号及び同項第６号に規定するものはこの限りではない。 

(1) 自己の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容を表示

するため、自己の住所、事業所、営業所若しくは作業場又は車両、船舶等に表示す

る広告物又はこれを掲出する物件 

(2) 前号に掲げるもののほか、自己の管理する土地又は物件に管理上の必要に基づき

表示する広告物又はこれを掲出する物件 

(3) 屋上若しくは屋根の上に広告物の掲出を主たる目的として独立して設けるもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する屋外広告物又は現に工事中の屋外広告物が前

項の規定に適合しない場合においては、当該屋外広告物に対して、前項の規定は適

用しない。 

３ 前項の規定により第１項の適用を受けない屋外広告物が存する敷地で、建築物の

建築、修繕又は模様替をする場合においては、当該屋外広告物に対して、第１項の

規定は適用しない。 

垣又は柵の構造の

制限 

１ 道路に面して設ける垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれかとする。ただ

し、門柱又は公共公益施設にあって安全上やむを得ないものについてはこの限りで

ない。 

(1) 生け垣 

(2) 網状その他これに類する形状のもので、開放性を著しく妨げないもの 

(3) 地盤面からの高さが１．２メートル以下のもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する垣若しくは柵又は現に工事中の垣若しくは柵

が前項の規定に適合しない場合においては、当該垣又は柵に対して、前項の規定は

適用しない。 

３ 前項の規定により第１項の適用を受けない垣又は柵が存する敷地で、建築物の建

築、修繕又は模様替をする場合においては、当該垣又は柵に対して、第１項の規定

は適用しない。 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 

 

理由（都市計画法施行規則第 9 条第 3 項に規定する当該都市計画を定めた理由） 

当該地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計画誘導地区」と位置付けられ、地

域住民が主体となって地区計画制度等を積極的に活用し、計画的な魅力あるまちづくりを行う地区とされている。また、

地域住民等によって策定された「石内まちづくり基本構想」及び「石内まちづくり計画」においても、地区計画制度を

利用しながら、地域軸にふさわしい計画的な土地利用を促進することとされている。 

石内地区のほぼ中央に位置し、豊かな田園環境の中に幹線道路の利便性を兼ね備えた立地特性を生かすとともに、計

画的で魅力ある市街地環境の形成を図るため、地区計画を定めるものである。 
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 Ｎ 

沿道地区 

住居地区 

西風新都石内下沖地区 地区計画 

※ この計画図は、都市計画法に基づいて定められた地区計画の概ねの区域や区分等を表示した概要計画図です。 

詳細をお知りになりたい場合は、市役所 都市整備局 都市計画課又は所轄区役所 建築課にある縦覧用の計画

図（都市計画の図書）をご覧ください。 

計画図 

　　【凡例】

地区計画区域及び
地区整備計画区域

沿道地区

住居地区

 Ｎ 
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６４．西風新都奥畑地区 地区計画 
 

決  定  平成２７年 ８月１２日 広島市告示第４１６号 

最終変更  令和２年 １２月１７日 広島市告示第５５９号 

（西風新都計画開発型） 

名     称 西風新都奥畑地区地区計画 

位     置 広島市安佐南区伴西五丁目の一部 

面     積 約９．４ｈａ 

地区計画の目標 

西風新都は、広島市の北西部に位置し、高速道路Ｉ．Ｃを区域内に２箇所（五
日市Ｉ．Ｃ・西風新都Ｉ．Ｃ）を有し、アストラムラインや都市計画道路広島
西風新都線により都心部と直結される立地条件に恵まれた地域で、生活インフ
ラが複合的に整備された新たな都市拠点である。 
西風新都奥畑地区は、西風新都内の北西部に位置し、広島西風新都Ｉ．Ｃか

ら、幹線道路である都市計画道路伴北線沿いに約１．５ｋｍ南下した、同路線
に隣接した地区である。 
本地区は、これらの立地特性を活かし、地区計画を策定することにより「活

力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」の中で示された工業・流
通・福祉系の土地利用を中心とした計画的で魅力ある都市環境の形成を図ろう
とするものである。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 
本地区では、地区の特性に応じて地区を４つに区分し、土地利用に関する方

針を以下のように定める。 
 

１ 「沿道地区」は、沿道環境や景観の改善等に努め、幹線道路である伴北線の
機能を十分に活かした沿道にふさわしい土地利用を行う。 

２ 「産業地区」は、各業種相互の立地条件の調和を図った配置計画に努め、よ
り良い産業機能の創成を目指す。 

３ 「保全地区Ａ」は、良好な市街地環境を確保するため、維持、保全する地区
とする。 

４ 「保全地区Ｂ」は、土砂災害から生命を守るため、新たな土地利用が発生し
ないよう立地抑制、保全する地区とする。 

地区施設の整備の 
方針 

本地区における地区施設は、広島市が定める「活力創造都市“ひろしま西風
新都”推進計画２０１３」に基づき、それぞれの施設の機能を損なわないよう、
その維持・保全を図る。 

建築物等の整備の 
方針 

建築物等について次のような事項を定めることにより、良好な市街地環境の
形成と安全で快適な地区環境の保全・創出を図る。 
１ 建築物の用途の制限 
２ 建築物の敷地面積の最低限度 
３ 壁面の位置の制限 
４ 建築物等の形態又は意匠の制限 
５ 垣又は柵の構造の制限 

その他当該地区の 
整備、開発及び保全
の方針 

屋外広告物（屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第１項に定
めるものをいう。）に光源を設ける場合は、まぶしさを防止する対策を図るな
ど周辺の環境に配慮する。 
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地
区
整
備
計
画 

地 区 
の 

区 分 

名 称 
沿道地区 

（第一種住居地域） 

産業地区 
 （準工業地域） 

面 積 約１．９ｈａ 約３．９ｈａ 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の用途の
制限 

次に掲げる建築物は、建築しては
ならない。 
１ 神社、寺院、教会その他これら
に類するもの 

２ ボーリング場、スケート場、水
泳場、スキー場、ゴルフ練習場又
はバッティング練習場 

３ ホテル又は旅館 
４ 自動車教習所 
５ 畜舎（床面積の合計が１５平方
メートルを超えるもの（店舗等に
附属するものを除く。）に限る。） 

 

次に掲げる建築物は、建築してはな
らない。 
１ 住宅 
２ 兼用住宅（建築基準法施行令第１３
０条の３に規定する住宅） 

３ 共同住宅、寄宿舎又は下宿 
４ 土砂災害警戒区域等における土砂
災害防止対策の推進に関する法律施
行令第６条各号に掲げる社会福祉施
設、学校及び医療施設 

５ 勝馬投票券発売所、場外車券売場そ
の他これらに類するもの 

６ カラオケボックスその他これに類
するもの（鉄筋コンクリート造り等
の遮音上有効な建築物内に設けるも
のを除く。） 

７ 自動車教習所 
８ 畜舎（床面積の合計が１５平方メー
トルを超えるもの（店舗等に附属す
るものを除く。）に限る。） 

９ 風俗営業等の規制及び業務の適
正化等に関する法律（昭和 23年法
律第 122 号）第 2条第 1項に規定す
る風俗営業に係る建築物 

10 ナイトクラブその他設備を設け
て客にダンスをさせ、かつ、客に飲
食をさせる営業に係る建築物 

11 店舗、飲食店その他これらに類す
る用途に供するものでその用途に
供する部分の床面積の合計が３，０
００平方メートルを超えるもの 

建築物の敷地面
積の最低限度 

１６５平方メートルとする。 
ただし、次に掲げる建築物の敷地

については、この限りでない。 
１ 集会所 
２ 巡査派出所、公衆電話所又は建
築基準法施行令第１３０条の４
に定める公益上必要な建築物 

３００平方メートルとする。 
ただし、巡査派出所、公衆電話所又は

建築基準法施行令第１３０条の４に定
める公益上必要な建築物の敷地につい
ては、この限りでない。 
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壁面の位置の制
限 

１ 建築物の外壁又はこれに代わ
る柱の面から道路の境界線（隅
切部分を除く。）までの距離は、
１メートル以上としなければな
らない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる建築
物又は建築物の部分について
は、適用しない。 
(1) 簡易な構造の自動車車庫 
(2) ポーチ等で出入りのための
通行専用と認められる建築物
の部分 

(3) 物置その他これに類する用
途に供する建築物の部分で、
次に掲げる要件に該当するも
の 
イ 軒の高さが２．３メートル
以下で、かつ、床面積の合
計が５平方メートル以内で
あること 

ロ 建築物の部分の水平投影
の前面道路に面する長さ
を、敷地の前面道路に接す
る部分の水平投影の長さで
除した数値が５分の１以下
であること 

(4) 巡査派出所、公衆電話所又
は建築基準法施行令第１３０
条の４第４号若しくは第５号
に掲げるもの 

(5) 門又は塀 
(6) 前各号に掲げるもののほ
か、建築物の部分で高さが１．
２メートル以下のもの 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の
面から道路の境界線（隅切部分を除
く。）及び隣地境界線までの距離は、次
に掲げる区分に応じ、それぞれに定め
る数値以上としなければならない。 
(1) 道路の境界線（隅切部分を除く。） 
２メートル 

(2) 隣地境界線 １メートル（ただし、
隣地と高低差がある場合にあって
は、人工法面又は自然法面の上端及
び下端から１メートル） 

２ 前項の規定は、次に掲げる建築物又は
建築物の部分については、適用しない。 
(1) 簡易な構造の自動車車庫 
(2) ポーチ等で出入りのための通行専
用と認められる建築物の部分 

(3) 道路の境界線又は隣地境界線をは
さんで一体的に利用される互いの建
築物の部分 

(4) 物置その他これに類する用途に供
する建築物の部分で、次に掲げる要
件に該当するもの 
イ 軒の高さが２．３メートル以下
で、かつ、床面積の合計が５平方
メートル以内であること 

ロ 建築物の部分の水平投影の前面
道路に面する長さを、敷地の前面
道路に接する部分の水平投影の長
さで除した数値が５分の１以下で
あること 

ハ 建築物の部分から前面道路の境
界線までの水平距離のうち最小の
ものが１メートル以上であること 

(5) 巡査派出所、公衆電話所又は建築
基準法施行令第１３０条の４第４号
若しくは第５号に掲げるもの 

(6) 門又は塀 
(7) 前各号に掲げるもののほか、建築
物の部分で高さが１．２メートル以
下のもの 
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建築物等の形態
又は意匠の制限 

１ 造成した擁壁等には、床板等の
工作物を設けてはならない。 
ただし、道路に面する堀込み

車庫及び公共の用に供する施設
等についてはこの限りでない。 

２ 屋外広告物（以下「広告物」と
いう。）は、次の(1) 又は(2)に
該当する自己の用に供する広告
物（以下「自己用」という。）以
外を禁止するとともに、自己用
のうち、次の(3) 、(4)又は(5)
に該当するものは建築物を利用
して表示し、又は広告物を掲出
する物件を設置してはならな
い。 
ただし、広島市屋外広告物条

例（昭和 54年条例第 65号）第 6
条第 1項、第 2項、第 4項第 3
号、同項第 4号及び同項第 6号
に規定するものについてはこの
限りでない。 
(1) 自己の氏名、名称、店名若
しくは商標又は自己の事業若
しくは営業の内容を表示する
ため、自己の土地、住所、事
業所、営業所若しくは作業場
又は車両、船舶等に表示する
広告物又はこれを掲出する物
件

(2) 前号に掲げるもののほか、
自己の管理する土地又は物件
に管理上の必要に基づき表示
する広告物又はこれを掲出す
る物件

(3) 広告物の掲出を主たる目的
として設けるもので、高さ（脚
部、露出基礎等を含む。）が 5
メートルを超えるもの。

(4) 地盤面からの高さが 5メー
トルを超える位置にある壁面
から張り出して設けるもの

(5) 屋上又は屋根の上に広告物
の掲出を主たる目的として独
立して設けるもの

１ 造成した擁壁等には、床板等の工作物
を設けてはならない。 
ただし、道路に面する堀込み車庫及

び公共の用に供する施設等については
この限りでない。 

２ 屋外広告物（以下「広告物」という。）
は、自己用以外を禁止するとともに、
自己用のうち次のいずれかに該当する
ものは建築物を利用して表示し、又は
広告物を掲出する物件を設置してはな
らない。 
ただし、広島市屋外広告物条例（昭

和 54年条例第 65 号）第 6条第 1項、
第 2項、第 4項第 3号、同項第 4号及
び同項第 6号に規定するものについて
はこの限りでない。 
(1) 広告物の掲出を主たる目的として
設けるもので、高さ（脚部、露出基
礎等を含む。）が 10メートルを超え
るもの。

(2) 地盤面からの高さが 10 メートル
を超える位置にある壁面から張り出
して設けるもの

(3) 屋上又は屋根の上に広告物の掲出
を主たる目的として独立して設ける
もの

垣又は柵の構造
の制限 

道路に面して設ける垣又は柵
は、次の各号に掲げる構造のいず
れかとする。 
ただし、道路の境界線から１メ

ートル以上離れたもの及び門柱又
は公共公益施設にあって安全上や
むを得ないものについてはこの限
りでない。 
１ 生け垣 
２ 網状その他これに類する形状
のもので、開放性を著しく妨げ
ないもの 

道路に面して設ける垣又は柵は、次の
各号に掲げる構造のいずれかとする。 
ただし、道路の境界線から１メートル

以上離れたもの及び門柱又は公共公益施
設にあって安全上やむを得ないものにつ
いてはこの限りでない。 
１ 生け垣 
２ 地盤面からの高さが１．２メートル以
下のもの 

３ 網状その他これに類する形状のもの
で開放性を著しく妨げないもの 
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土地の利用に関する
事項 

計画図に表示する林帯及び法面等は、良好な市街地環境を確保するために維
持し、保全することとし、かつ、工作物を築造し又は建築物を建築してはなら
ない。 
ただし、次に掲げるものについてはこの限りでない。 

１ 太陽光発電設備の設置 
２ 公共の用に供するもの又は維持管理上やむを得ないと認められるもの等の
築造若しくは建築 

※土地の利用に関する事項(土地利用の制限)の区域は、計画図表示のとおり。

地
区
整
備
計
画 

地 区 
の 

区 分 

名 称 
保全地区Ａ 

（市街化調整区域） 

面 積 約３．４ｈａ 

土地の利用に関する
事項 

計画図に表示する林帯及び法面等は、良好な市街地環境を確保するために維
持し、保全することとし、かつ、工作物を築造し又は建築物を建築してはなら
ない。 
ただし、次に掲げるものについてはこの限りでない。 

１ 太陽光発電設備の設置 
２ 公共の用に供するもの又は維持管理上やむを得ないと認められるもの等の
築造若しくは建築 

※土地の利用に関する事項(土地利用の制限)の区域は、計画図表示のとおり。

地
区
整
備
計
画 

地 区 
の 

区 分 

名 称 
保全地区Ｂ 

（市街化調整区域） 

面 積 約０．２ｈａ 

建
築
物
等
に

関
す
る
事
項

建築物の用
途の制限 

建築基準法施行令第130条の4第3号に規定する公益上必要な建築物以外の建
築物は、建築してはならない。 

「区域、地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 

理由（都市計画法施行規則第 9条第 3項に規定する当該都市計画を定めた理由） 

広島西風新都インターチェンジに近接した立地特性を活かした魅力ある都市環境の形成を図るとともに、

西風新都全体の活性化に繋がることを踏まえ、地区計画を決定するものである。 
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※
 
こ
の
計
画
図
は
、
都
市
計
画
法
に
基
づ
い
て
定
め
ら
れ
た
地
区
計
画
の
概
ね
の
区
域
や
区
分
等
を
表
示
し
た
概
要
計
画
図
で
す
。

 

詳
細
を
お
知
り
に
な
り
た
い
場
合
は
、
市
役
所

 都
市
整
備
局
 都
市
計
画
課
又
は
所
轄
区
役
所

 建
築
課
に
あ
る
縦
覧
用
の
計
画
図
（
都
市
計
画
の
図
書
）
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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６５．西風新都大塚西三丁目４番ほか地区 地区計画 

決  定  平成２８年１２月１９日 広島市告示第６００号 

最終変更 令和２年 １２月１７日 広島市告示第５６０号 

（市街化区域隣接型） 

名  称 西風新都大塚西三丁目４番ほか地区 地区計画 

位  置 広島市安佐南区の大塚西二丁目、大塚西三丁目及び大塚西六丁目の各一部 

面  積 約１．９ha 

地区計画の目標 西風新都は、広島市の北西部に位置し、高速道路 I.Cを区域内に 2箇所（五日市

I.C、西風新都 I.C）を有し、アストラムラインや都市計画道路広島西風新都線によ

り都心部と直結されており、立地条件に恵まれた新たな都市拠点である。

大塚西三丁目 4番ほか地区は西風新都の中央部に位置しており、五日市 I.Cに近

接し、都市計画道路西風新都中央線に面する地区である。 

 本地区は、市街化区域に隣接し、都市基盤も整っているため、地区計画を策定す

ることにより、計画的で魅力ある市街地環境の形成を図る。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針

土地利用の方針  沿道環境や景観の改善等を進め、幹線道路を生かした沿道にふさわしい土地利用

を行う。 

地区施設の整備

の方針 

 本地区における地区施設は、既存の道路を有効に活用しながら、安全で快適な環

境や景観の保全に努める。 

建築物等の整備

の方針 

 建築物等について、次のような事項を定めることにより、良好な市街地環境の形

成と安全で快適な地区環境の保全・創出を図る。 

1 建築物の用途の制限 

2  建築物の敷地面積の最低限度 

3  建築物等の形態又は意匠の制限 

4  垣又は柵の構造の制限 

その他当該地区

の整備、開発及び

保全の方針 

 屋外広告物（屋外広告物法（昭和 24年法律第 189号）第 2条第 1項に定めるも

のをいう。）に光源を設ける場合は、まぶしさを防止する対策を図るなど周辺の環

境に配慮する。 
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地

区

整

備

計

画

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

建築物の用途の

制限 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

1 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

2 ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー場、ゴルフ練習場又はバッ

ティング練習場

3 ホテル又は旅館

4 自動車教習所 

5 畜舎（床面積の合計が 15 平方メートルを超えるもの（店舗等に付属す

るものを除く。）に限る。） 

建築物の敷地面

積の最低限度 

 １６５平方メートルとする。ただし、次に掲げる建築物の敷地について

は、この限りでない。 

1 集会所 

2 巡査派出所、公衆電話所又は建築基準法施行令第 130条の 4に定める公

益上必要な建築物 

建築物等の形態

又は意匠の制限 

1 屋外広告物（以下「広告物」という。）は、次の(1)又は(2)に該当する自

己の用に供する広告物（以下「自己用」という。）以外を禁止するととも

に、自己用のうち、次の(3)、(4)又は(5)に該当するものは建築物を利用し

て表示し、又は広告物を掲出する物件を設置してはならない。

  ただし、広島市屋外広告物条例（昭和５４年条例第６５号）第６条第

１項、第２項、第４項第３号、同項第４号及び同項第６号に規定するも

のはこの限りでない。 

(1) 自己の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業

の内容を表示するため、自己の住所、事業所、営業所若しくは作業場

又は車両、船舶等に表示する広告物又はこれを掲出する物件

(2) 前号に掲げるもののほか、自己の管理する土地又は物件に管理上の

必要に基づき表示する広告物またはこれを掲出する物件

(3) 広告物の掲出を主たる目的として独立して設けるもので、高さ（脚部、

露出基礎等を含む。）が 10メートルを超えるもの

(4) 地盤面からの高さが 10メートルを超える位置にある壁面から張出し

て設けるもの

(5) 屋上若しくは屋根の上に広告物の掲出を主たる目的として独立して

設けるもの

2 前号の規定は、当該地区計画の決定の時に現に存する同号の広告物又は

現に工事中の同号の広告物であって、同一敷地内における建築物の建築、

修繕又は模様替に係るものについては、適用しない。 

垣又は柵の構造

の制限 

1 道路に面して設ける垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれかとす

る。ただし、門柱又は公共公益施設にあって安全上やむを得ないものに

ついてはこの限りでない。 

(1) 生け垣

(2) 網状その他これに類する形状のもので、開放性を著しく妨げないもの

2 前号の規定は、当該地区計画の決定の時に現に存する同号の垣若しくは

柵又は現に工事中の同号の垣若しくは柵であって、同一敷地内における

建築物の建築、修繕又は模様替に係るものについては、適用しない。 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 

（理由） 

 五日市 I.C に近接し、都市計画道路西風新都中央線に面した立地特性を活かし、効率的な土地利用に

より良好な市街地の形成を図るとともに、地域のまちづくり機運の醸成に資することを踏まえ、地区計

画を決定するものである。 
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６６．西風新都伴中央平木地区 地区計画 

 

 

                     (西風新都計画誘導型「まちづくりタイプ」) 

名     称 西風新都伴中央平木地区 地区計画 

位     置 広島市安佐南区の伴中央六丁目及び大塚西一丁目の各一部 

面     積 約１．４ｈａ 

地区計画の目標 西風新都伴中央平木地区は、広島市の北西部で新たな都市機能の集積拠点

として整備されている西風新都の中にあって、伴中央地区のほぼ中央に位置

し、都市計画道路中筋沼田線やアストラムラインに近接し、交通利便性に富

むとともに周辺は豊かな自然環境に恵まれた地区である。 

本地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」にお

いて「計画誘導地区」と位置付けられ、地域住民が主体となって地区計画制

度等を積極的に活用し、計画的な魅力あるまちづくりを行う地区とされてい

る。また、地域住民等によって策定された「伴中央まちづくり計画」におい

ても、地域軸にふさわしい計画的な土地利用を促進することとされている。 

このため、本地区の土地所有者等が勉強会による検討を重ね、地区計画を

策定することにより、計画的で魅力ある市街地環境の形成を図ろうとするも

のである。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 沿道環境や周辺の住環境に配慮するとともに、幹線道路を活かした沿道に

ふさわしい土地利用をすすめる。 

地区施設の整備の

方針 

本地区における地区施設は、既存の道路を有効に活用しながら、安全で快

適な環境や景観の確保に努める。 

建築物等の整備の

方針 

建築物について次のような事項を定めることにより、良好な市街地環境の

形成と安全で快適な地区環境の保全・創出を図る。 

１ 建築物の用途の制限 

２ 建築物の敷地面積の最低限度 

３ 壁面の位置の制限 

４ 建築物等の形態又は意匠の制限 

５ 垣又は柵の構造の制限 

その他当該地区の

整備、開発及び保

全の方針 

1. 屋外広告物（屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第１

項に定めるものをいう。）に光源を設ける場合は、まぶしさを防止する

対策を図るなど周辺の環境に配慮する。 

2. 土砂災害特別警戒区域との境界に工作物を設置し明確に区分する。 

 

 

 

 

 

決  定  令和元年１２月１７日 広島市告示第３７４号 

最終変更  令和４年１２月２６日 広島市告示第５９５号 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区 

の 

区分 

名称 
Ａ地区 

 (第二種住居地域) 

Ｂ地区 

(第一種住居地域) 

面積 約０．３ha 約１．１ha 

建築物の用

途の制限 

次に掲げる建築物は、建築しては

ならない。 

1. 神社、寺院、教会その他これらに

類するもの 

2. ボーリング場、スケート場、水泳

場、スキー場、ゴルフ練習場又は

バッティング練習場 

3. マージャン屋、ぱちんこ屋、射的

場、勝馬投票券発売所、場外車券

売場その他これらに類するもの 

4. カラオケボックスその他これに

類するもの 

次に掲げる建築物は、建築しては

ならない。 

1. 住宅（土砂災害警戒区域等におけ

る土砂災害防止対策の推進に関

する法律（平成１２年法律第５７

号）第７条第１項の規定により土

砂災害警戒区域に指定された土

地の区域（以下「警戒区域」とい

う。）内のものに限る。） 

2. 兼用住宅（建築基準法施行令第１

３０条の３に定める住宅をいう。

警戒区域内のものに限る。） 

3. 共同住宅、寄宿舎又は下宿（警戒

区域内のものに限る。） 

4. 神社、寺院、教会その他これらに

類するもの 

5. 土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する

法律施行令（平成１３年政令第８

４号）第６条各号に掲げる社会福

祉施設、学校及び医療施設（いず

れも警戒区域内のものに限る。） 

建築物の敷

地面積の最

低限度 

１６５平方メートルとする。ただし次に掲げる建築物の敷地について

は、この限りでない。 

1. 集会所 

2. 巡査派出所、公衆電話所又は建築基準法施行令第１３０条の４各号に

掲げる公益上必要な建築物 
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壁面の位置

の制限 

1. 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線(隅切部分を除

く。)及び隣地境界線までの距離は、１メートル以上としなければなら

ない。 

2. 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の部分については、適用し

ない。 

(1) 簡易な構造の自動車車庫 

(2) ポーチ等で出入りのための通行専用と認められる建築物の部分 

(3) 物置その他これに類する用途に供する建築物の部分で、次に掲げる要件

に該当するもの 

イ 軒の高さが２．３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メー 

トル以内であること 

 ロ 当該部分の水平投影の前面道路に面する長さを敷地の前面道路に接

する部分の水平投影の長さで除した数値が５分の１以下であること 

(4) 巡査派出所 

(5) 公衆電話所 

(6) 建築基準法施行令第１３０条の４第４号又は第５号に掲げるもの 

(7) 門又は塀 

(8) 前各号に掲げるもののほか、建築物の部分で高さが１．２メートル以下

のもの 

建築物等の

形態又は意

匠の制限 

屋外広告物（以下「広告物」という。）は、次に掲げる自己の用に供する

広告物以外を設置してはならない。 

 ただし、広島市屋外広告物条例（昭和５４年条例第６５号）第６条第１

項、第２項、第４項第３号、同項第４号及び同項第６号に規定するものに

ついてはこの限りでない。 

1. 自己の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の

内容を表示するため、自己の住所、事業所、営業所若しくは作業場又

は車輌、船舶等に表示する広告物又はこれを掲出する物件 

2. 前号に掲げるもののほか、自己の管理する土地又は物件に管理上の必

要に基づき表示する広告物またはこれを掲出する物件 

垣又は柵の

構造の制限 

道路に面して設ける垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれかとす

る。ただし、道路の境界線から１メートル以上離れたもの及び門柱又は公共

公益施設にあって安全上やむを得ないものについてはこの限りでない。 

1. 生け垣 

2. 網状その他これに類する形状のもので開放性を著しく妨げないもの 

3. 地盤面からの高さが１．２メートル以下のもの 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 

 

理由（都市計画法施行規則第９条第３項に規定する当該都市計画を定めた理由） 

 当該地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計画誘導地区」に位置
付けられ、地域住民が主体となって地区計画制度等を積極的に活用し、計画的な魅力あるまちづくりを行う
地区とされている。また、地域住民等によって策定された「伴中央まちづくり計画」においても、地域軸に
ふさわしい計画的な土地利用を促進することとされている。伴中央地区のほぼ中央に位置し、都市計画道路
中筋沼田線やアストラムラインに近接する恵まれた立地特性を生かすと共に、計画的で魅力ある市街地環境
の形成を図る為、地区計画を決定するものである。 
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６７．西風新都石内下中地区 地区計画 

 

 

                     (西風新都計画誘導型「まちづくりタイプ」) 

名     称 西風新都石内下中地区 地区計画 

位     置 広島市佐伯区五日市町大字石内の一部 

面     積 約 1.7ｈａ     

地区計画の目標 石内下中地区（以下「本地区」という。）は、広島市の北西部で新たな都市機能の集

積拠点として整備されている西風新都の中にあって、石内地区のほぼ中央部に位置し、

豊かな田園環境の中に幹線道路の利便性を兼ね備えた地区である。 

本地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計画

誘導地区」に位置付けられ、地域住民が主体となって地区計画制度等を積極的に活用

し、計画的な魅力あるまちづくりを行う地区とされている。また、地域住民等によっ

て策定された「石内まちづくり基本構想」及び「石内まちづくり計画」においても、地

区計画制度を活用しながら、地域軸にふさわしい計画的な土地利用を促進することと

されている。 

このため、本地区の土地所有者等による勉強会による検討を重ね、地区計画を策定

することにより、計画的で魅力ある市街地環境の形成を図ろうとするものである。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 本地区では、自然と生活文化を大切にしながら、適切かつ良好な土地利用を実現す

るため、地区を２つに区分し、土地利用に関する方針を以下のように定める。 

１  「沿道地区」は、沿道環境や景観の改善等を進め、幹線道路を生かした沿道にふ

さわしい土地利用を進める地区とする。 

２  「住居地区」は、田園環境等の周辺環境に配慮しつつ、安全で快適な生活環境を

形成する地区とする。 

地区施設の整備の方針 本地区における地区施設は、既存の道路を有効に活用することを前提に、一部を街

区道路として地区整備計画に位置づけるとともに、幅員４ｍ未満の道路の拡幅に努め

ながら、安全で快適な環境の形成を図る。 

建築物等の整備の方針 建築物等について次のような事項を定めることにより、良好な市街地環境の形成と

安全で快適な地区環境の保全・創出を図る。 

１ 建築物の用途の制限 

２ 建築物の容積率の最高限度 

３ 建築物の建蔽率の最高限度 

４ 建築物の高さの最高限度 

５ 壁面の位置の制限 

６ 建築物等の形態又は意匠の制限 

７ 垣又は柵の構造の制限 

なお、沿道地区については、建築基準法第６２条に定める準防火地域内の建築物を

建築することにより、本地区の不燃化と防災力の向上を図る。 

その他当該地区の整備、

開発及び保全の方針 

屋外広告物（屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第１項に定めるも

のをいう。）に光源を設ける場合は、まぶしさを防止する対策を図るなど周辺の環境

に配慮する。 

地
区
整
備
計
画 

地区施設の配置及び名

称 
道 路 

名 称 幅 員 延 長 

街区道路 約４メートル 約１０５メートル 

  

  

決  定  令和元年 １２月１７日 広島市告示第３７５号 
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地
区
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建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区 

の 

区分 

名称 

沿道地区 

（市街化調整区域:ただし、市街化区域編入後

は近隣商業地域（準防火地域）を想定） 

住居地区 

（市街化調整区域:ただし、市街化

区域編入後は第一種住居地域を想

定） 

面積 約 1.2ｈａ 約 0.5ｈａ 

建築物の用途の制

限 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

１ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

２ ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー

場、ゴルフ練習場又はバッティング練習場 

３ ホテル又は旅館 

４ 自動車教習所 

５ 畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超

えるもの（店舗等に附属するものを除く。）に

限る。） 

６ 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これ

らに類するもの 

７ カラオケボックスその他これに類するもの

（鉄筋コンクリート造等の遮音上有効な建築

物内に設けるものを除く。） 

８ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 

９ 倉庫業を営む倉庫 

10 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関

する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条

第１項第２号から第５号に規定する風俗営業

に係る建築物 

11  ナイトクラブその他これに類する建築基準

法施行令第１３０条の７の３に定める建築物 

12 建築基準法別表第２（り）項に掲げるもの 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

１ 神社、寺院、教会その他これらに

類するもの 

２ ボーリング場、スケート場、水泳

場、スキー場、ゴルフ練習場又はバ

ッティング練習場 

３ ホテル又は旅館 

４ 自動車教習所 

５ 畜舎（床面積の合計が１５平方メ

ートルを超えるもの（店舗等に附属

するものを除く。）に限る。） 

６ 建築基準法別表第２（ほ）項に掲

げるもの 

建築物の容積率の 

最高限度 
１０分の２０ 

建築物の建蔽率 

の最高限度 

１０分の７ 

（市街化区域編入後は １０分の８） 
１０分の６ 

建築物の高さの 

最高限度 

１ 建築物の各部分の高さは、次に掲げるもの以

下としなければならない。 

(1) 前面道路の反対側の境界線からの水平距離

が２０メートル以下の範囲内においては、当

該部分から前面道路の反対側の境界線までの

水平距離に１．５を乗じて得たもの 

(2) 当該部分から隣地境界線までの水平距離

に、建築物の高さが３１メートルを超える部

分を有するものにあっては、その部分から隣

地境界線までの水平距離のうち最小のものに

相当する距離を加えたものに２．５を乗じて

得たものに、３１メートルを加えたもの 

２ 前面道路の境界線から後退した建築物に対

する前項第１号の規定の適用については、同

号中「前面道路の反対側の境界線」とあるの

は、「前面道路の反対側の境界線から当該建築

物の後退距離（当該建築物（地盤面下の部分又

は建築基準法施行令第１３０条の１２第１号

から第４号まで若しくは第６号で定める部分

を除く。）から前面道路の境界線までの水平距

離のうち最小のものをいう。）に相当する距離

だけ外側の線」とする。 

３ 建築物の敷地が２以上の道路に接し、又は公

園、広場、水面その他これらに類するものに接

する場合、建築物の敷地とこれに接する道路

若しくは隣地との高低差が著しい場合その他

特別の事情がある場合における第１項及び第

建築基準法第５６条第１項 

第２号ニ及び同法別表第３の 

５の項（に）の欄の規定に基 

づき定める数値による 
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２項の規定の適用の緩和に関する措置は、建

築基準法施行令第１３２条から第１３５条の

３に定めるところによる。 

４ 第１項第２号の規定による高さの算定につ

いては、地盤面からの高さによる。 

５ 第１項第１号の規定及び建築基準法施行令

第１３０条の１２の規定による高さの算定に

ついては、前面道路の路面の中心からの高さ

による。 

６ 第１項に規定する建築物の高さには、階段

室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他こ

れらに類する建築物の屋上部分の水平投影面

積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１

以内の場合においては、その部分の高さは、１

２メートルまでは、当該建築物の高さに算入

しない。 

壁面の位置の制限 １ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線（隅切部分を除く。）及び

隣地境界線までの距離は、１メートル以上としなければならない。  

２ 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の部分については、適用しない。  

(1) 簡易な構造の自動車車庫  

(2) ポーチ等で出入りのための通行専用と認められる建築物の部分  

(3) 物置その他これに類する用途に供する建築物の部分で、次に掲げる要件に該当する

もの  

イ 軒の高さが２．３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内で

あること  

ロ 建築物の部分の水平投影の前面道路に面する長さを敷地の前面道路に接する部分

の水平投影の長さで除した数値が５分の１以下であること 

(4) 巡査派出所  

(5) 公衆電話所  

(6) 建築基準法施行令第１３０条の４第４号又は第５号に掲げるもの  

(7) 門又は塀  

(8) 前各号に掲げるもののほか、建築物の部分で高さが１．２メートル以下のもの  

３ 当該地区計画の決定の際現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様替の工

事中の建築物が第１項の規定に適合しない場合においては、当該建築物に対して、第

１項の規定は適用しない。 

４ 前項の規定により第１項の適用を受けない建築物に増築をする場合においては、増

築をする部分が第１項及び第２項までの規定に適合する場合に限り、当該建築物に対

して、第１項の規定は適用しない。 

５ 第３項の規定により第１項の適用を受けない建築物に修繕又は模様替をする場合に

おいては、当該建築物に対して、第１項の規定は適用しない。 

建築物等の形態又

は意匠の制限 

１ 屋外広告物は、次の(1)又は(2)に該当する自己の用に供する広告物（以下「自己

用」という。）以外を禁止するとともに、自己用のうち、次の(3)に該当するものは

建築物を利用して表示し、又は広告物を掲出する物件を設置してはならない。 

ただし、広島市屋外広告物条例（昭和５４年条例第６５号）第６条第１項、第２

項、第４項第３号、同項第４号及び同項第６号に規定するものはこの限りでない。 

(1) 自己の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容を表示

するため、自己の住所、事業所、営業所若しくは作業場又は車両、船舶等に表示す

る広告物又はこれを掲出する物件 

(2) 前号に掲げるもののほか、自己の管理する土地又は物件に管理上の必要に基づき

表示する広告物又はこれを掲出する物件 

(3) 屋上又は屋根の上に広告物の掲出を主たる目的として独立して設けるもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する屋外広告物又は現に工事中の屋外広告物が前

項の規定に適合しない場合においては、当該屋外広告物に対して、前項の規定は適

用しない。 

３ 前項の規定により第１項の適用を受けない屋外広告物が存する敷地で、建築物の

建築、修繕又は模様替をする場合においては、当該屋外広告物に対して、第１項の

規定は適用しない。 
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建
築
物
等
に
関
す
る
事
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垣又は柵の構造の

制限 

１ 道路に面して設ける垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれかとする。ただ

し、門柱又は公共公益施設にあって安全上やむを得ないものについてはこの限りで

ない。 

(1) 生け垣 

(2) 網状その他これに類する形状のもので、開放性を著しく妨げないもの 

(3) 地盤面からの高さが１．２メートル以下のもの 

 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する垣若しくは柵又は現に工事中の垣若しくは柵

が前項の規定に適合しない場合においては、当該垣又は柵に対して、前項の規定は

適用しない。 

３ 前項の規定により第１項の適用を受けない垣又は柵が存する敷地で、建築物の建

築、修繕又は模様替をする場合においては、当該垣又は柵に対して、第１項の規定

は適用しない。 

 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 

 

理由（都市計画法施行規則第9条第3項に規定する当該都市計画を定めた理由） 

本地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計画誘導地区」と位置付けられ、地

域住民が主体となって地区計画制度等を積極的に活用し、計画的な魅力あるまちづくりを行う地区とされている。ま

た、地域住民等によって策定された「石内まちづくり基本構想」及び「石内まちづくり計画」においても、地区計画制

度を利用しながら、地域軸にふさわしい計画的な土地利用を促進することとされている。 

石内地区のほぼ中央に位置し、豊かな田園環境の中に幹線道路の利便性を兼ね備えた立地特性を生かすとともに、計画

的で魅力ある市街地環境の形成を図るため、地区計画を定めるものである。 
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※ この計画図は、都市計画法に基づいて定められた地区計画の概ねの区域や区分等を表示した概要計画図です。 

詳細をお知りになりたい場合は、市役所 都市整備局 都市計画課又は所轄区役所 建築課にある縦覧用の計画図

（都市計画の図書）をご覧ください。 

沿道地区 

住居地区 

住居地区 
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６８．西風新都大塚下観音山地区 地区計画 

 

 

 

（西風新都計画誘導型「まちづくりタイプ」） 

  

名     称 西風新都大塚下観音山地区 地区計画 

位     置 広島市安佐南区大塚西一丁目の一部 

面     積 約 10.8 ｈａ 

地区計画の目標 大塚下観音山地区は、広島市の北西部で新たな都市機能の集積拠点として整備されている西風新都

の中にあって、大塚地区のほぼ中央に位置し、西風新都中央線や中筋沼田線といった幹線道路が通り、

アストラムライン駅に近いという利便性を備えた地区である。 

本地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計画誘導地区」に

位置付けられ、地域住民が主体となって地区計画制度等を活用し、計画的な魅力あるまちづくりを行

う地区とされている。また、地域住民等によって策定された「大塚下まちづくり計画（土地利用の将

来像、観音山地区編）」においても、地区計画制度や土地区画整理事業などにより、計画的な開発や

良好な都市環境の形成を図ることとされている。 

このため、本地区の土地所有者等が勉強会やワークショップによる検討を重ね、地区計画を策定す

ることにより、計画的で魅力ある市街地環境の形成を図ろうとするものである。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 本地区では、特性に応じて地区を3つに区分し、土地利用に関する方針を以下のように定める。 

1 「住宅地形成地区」は、閑静で落ち着きのある住宅市街地が形成されるよう戸建の低層住宅を主

体とした地区とする。なお、山陽自動車道中心より 100ｍの範囲は、住宅にふさわしい騒音の少な

い環境とするため、環境対策施設や緩衝帯設置などの騒音対策を行い、環境基準に適合させる。 

2 「沿道軸形成地区」は、沿道の道路境界から概ね 30ｍの区域を基本とし、区域内においてふさわ

しい基盤の整備を行うことを前提に、都市型住宅・生活利便施設等を主体とした地区とする。 

3 「地区拠点形成地区」は、大塚駅北交差点から半径 150ｍの範囲の沿道の道路境界から概ね 30ｍ

の区域を基本とし、区域内においてふさわしい基盤の整備を行うことを前提に、商業・業務施設、

都市型住宅、生活利便施設等を主体とした地区とする。 

地区施設の整備

の方針 

本地区における地区施設は、「大塚下まちづくり計画（土地利用の将来像、観音山地区編）」に基

づき、土地区画整理事業等により整備を行い、それぞれの施設の機能を損なわないようその維持・保

全を図る。 
 

建築物等の整備

の方針 

建築物等について、次のような事項を定めることにより、良好な住環境の保全とまちの安全を確保
する。 
1 建築物の用途の制限 
2 建築物の敷地面積の最低限度 
3 建築物の高さの最高限度 
4 壁面の位置の制限 
5 建築物等の形態又は意匠の制限 

6 垣又は柵の構造の制限 

決  定  令和３年 ２月 ８日 広島市告示第 ５１号 

変  更  令和７年 ３月３１日 広島市告示第１６０号 
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地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地

区 

の 

区

分 

名 称 
住宅地形成地区 

（第一種低層住居専用地域） 

沿道軸形成地区 

（第一種住居地域） 

地区拠点形成地区 

（第二種住居地域） 

面 積 約 8.8 ｈａ 約 1.6 ｈａ 約 0.4 ｈａ 

建築物の用途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建

築物は、建築してはならない。 

1 住宅（土砂災害警戒区域等

における土砂災害防止対策

の推進に関する法律（平成12

年法律第 57 号）第 7 条第 1

項の規定により土砂災害警

戒区域に指定された土地の

区域（以下「警戒区域」とい

う。）内のものを除く。） 

2 兼用住宅（建築基準法施行

令第130条の3に規定する住

宅をいう｡警戒区域内のもの

を除く。） 

3 共同住宅、寄宿舎又は下宿

（警戒区域内のものを除

く。） 

4 集会所（近隣住民を対象と

したものに限る。） 

5 幼稚園（警戒区域内のもの

を除く。） 

6 保育所その他これに類す

るもの（警戒区域内のものを

除く。） 

7 診療所（警戒区域内のもの

を除く。） 

8 巡査派出所、公衆電話所又

は建築基準法施行令第 130

条の 4 各号に掲げる公益上

必要な建築物（警戒区域内の

土砂災害警戒区域等におけ

る土砂災害防止対策の推進

に関する法律施行令（平成13

年政令第 84 号）第 6 条第 1

号に掲げるものを除く。） 

9 前各項の建築物に附属す

るもの（建築基準法施行令第

130条の5各号に掲げるもの

を除く。） 

次に掲げる建築物は、建築

してはならない。 

1 住宅（土砂災害警戒区域等

における土砂災害防止対策

の推進に関する法律（平成

12年法律第57号）第7条第

1 項の規定により土砂災害

警戒区域に指定された土地

の区域（以下「警戒区域」と

いう。）内のものに限る。） 

2 兼用住宅（建築基準法施行

令第 130 条の 3 に規定する

住宅をいう。警戒区域内のも

のに限る。） 

3 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

（警戒区域内のものに限る。） 

4 神社、寺院、教会その他こ

れらに類するもの 

5 土砂災害警戒区域等にお

ける土砂災害防止対策の推

進に関する法律施行令（平成

13年政令第84号）第6条各

号に掲げる社会福祉施設、学

校及び医療施設（いずれも警

戒区域内のものに限る。） 

6 ボーリング場、スケート

場、スキー場、ゴルフ練習場

又はバッティング練習場 

7 ホテル又は旅館 

8 自動車教習所 

9 畜舎（床面積の合計が 15

平方メートルを超えるもの

（店舗等に附属するものを

除く。）に限る。） 

次に掲げる建築物は、建築しては

ならない。 

1 住宅（土砂災害警戒区域等にお

ける土砂災害防止対策の推進に関

する法律（平成12年法律第 57号）

第 7 条第 1 項の規定により土砂災

害警戒区域に指定された土地の区

域（以下「警戒区域」という。）内

のものに限る。） 

2 兼用住宅（建築基準法施行令第

130条の 3に規定する住宅をいう。

警戒区域内のものに限る。） 

3 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

（警戒区域内のものに限る。） 

4 神社、寺院、教会その他これらに

類するもの 

5 土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する法

律施行令（平成13年政令第 84号）

第6条各号に掲げる社会福祉施設、

学校及び医療施設（いずれも警戒

区域内のものに限る。） 

6 ボーリング場、スケート場、水泳

場、スキー場、ゴルフ練習場又はバ

ッティング練習場 

7 自動車教習所 

8 畜舎（床面積の合計が15平方メ

ートルを超えるもの（店舗等に附

属するものを除く。）に限る。） 

9 マージャン屋、ぱちんこ屋、射的

場、勝馬投票券発売所、場外車券売

場その他これらに類するもの 

10 カラオケボックスその他これ

らに類するもの 

  建築物の敷地

面積の最低限

度 

165平方メートルとする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

1 集会所（近隣住民を対象としたものに限る。）の敷地として使用する場合 

2 巡査派出所、公衆電話所又は建築基準法施行令第130条の4各号に掲げる公益上必要な建築物の

敷地として使用する場合 

3 165 平方メートル未満の換地を建築物の敷地として使用する場合で当該敷地面積が当該換地面積

以上で、かつ、100平方メートル以上であるとき。 

  建築物の高さ

の最高限度 － 
建築物の高さは 20メートルを超えてはならない。 
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  壁面の位置の

制限 

1 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線（隅切部分を除く。）及び隣地境界線

までの距離は、1メートル以上としなければならない。 

2 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の部分については、適用しない。 

(1) 簡易な構造の自動車車庫 

(2) ポーチ等で出入りのための通行専用と認められる建築物の部分 

(3) 物置その他これに類する用途に供する建築物の部分で、次に掲げる要件に該当するもの 

イ 軒の高さが 2.3メートル以下で、かつ、床面積の合計が 5平方メートル以内であること 

ロ 建築物の部分の水平投影の前面道路に面する長さを､敷地の前面道路に接する部分の水平

投影の長さで除した数値が5分の1以下であること 

(4) 巡査派出所、公衆電話所又は建築基準法施行令第 130条の 4第 4号若しくは第 5号に掲げ

るもの 

(5) 門又は塀 

(6) 前各号に掲げるもののほか、建築物の部分で高さが1.2メートル以下のもの 

建築物等の形
態又は意匠の
制限 

 

1 造成した擁壁等には、床版等の工作物を設けてはならない。ただし、道路に面する掘り込み車

庫及び公共の用に供する施設等についてはこの限りでない。 

2 屋外広告物は、次の(1)又は(2)に該当する自己の用に供する屋外広告物（以下「自己用」とい

う。）以外を禁止するとともに、自己用のうち、次の(3)、(4)又は(5)に該当するものは建築物を

利用して表示し、又は屋外広告物を掲出する物件を設置してはならない。ただし、広島市屋外広

告物条例（昭和 54年条例第 65号。）第 6条第 1項、第 2項、第 4項第 3号、同項第 4号及び同

項第6号に規定するものについてはこの限りでない。 

(1) 自己の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容を表示するため、

自己の土地、住所、事業所、営業所若しくは作業場又は車両、船舶等に表示する屋外広告物又

はこれを掲出する物件 

(2) 前号に掲げるもののほか、自己の管理する土地又は物件に管理上の必要に基づき表示する

屋外広告物又はこれを掲出する物件 

(3) 屋外広告物の掲出を主たる目的として設けるもので､高さ（脚部、露出基礎等を含む｡）が5

メートルを超えるもの 

(4) 地盤面からの高さが 5 メ－トルを超える位置にある壁面を利用したもの若しくは壁面から

張り出して設けるもの 

(5) 屋上若しくは屋根の上に屋外広告物の掲出を主たる目的として独立して設けるもの 

3 当該地区計画の決定の際現に存する屋外広告物又は現に工事中の屋外広告物が前項の規定に適

合しない場合においては、当該屋外広告物に対して、前項の規定は適用しない。 

4 前項の規定により第２項の適用を受けない屋外広告物が存する敷地で、建築物の建築、修繕又

は模様替をする場合においては、当該屋外広告物に対して、第２項の規定は適用しない。 
  

垣又は柵の構

造の制限 

道路に面して設ける垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれかとする。ただし、道路の境界

線から1メートル以上離れたもの、門柱又は安全上やむを得ないものについてはこの限りでない。 

1 生け垣 

2 網状その他これに類する形状のもので、開放性を著しく妨げないもの 

3 地盤面からの高さが 1.2メートル以下のもの 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 

理由（都市計画法施行規則第9条第3項に規定する当該都市計画を定めた理由） 

大塚下観音山地区は、広島市の北西部で新たな都市機能の集積拠点として整備されている西風新都の中にあって、
大塚地区のほぼ中央に位置し、西風新都中央線や中筋沼田線といった幹線道路が通り、アストラムライン駅に近いと
いう利便性を備えた地区である。 
また、当該地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計画誘導地区」に位置付

けられ、地域住民が主体となって地区計画制度等を活用し、計画的な魅力あるまちづくりを行う地区とされており、
地域住民等によって策定された「大塚下まちづくり計画（土地利用の将来像、観音山地区編）」においても、地区計
画制度や土地区画整理事業などにより、計画的な開発や良好な都市環境の形成を図ることとされている。これらを受
けて、土地所有者等が勉強会やワークショップによる検討を重ね、都市計画法第 21 条の 2 の規定に基づく地区計画
決定の提案を本市に提出された。 
このことから、計画的で魅力ある市街地環境の形成を図るため、当該提案に基づき、地区計画を決定するものであ

る。
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６９．西風新都大塚西三丁目１１番ほか地区 地区計画 

 

 

（西風新都計画誘導型「まちづくりタイプ」） 

名 称 西風新都大塚西三丁目１１番ほか地区 地区計画 

位 置 広島市安佐南区大塚西三丁目の一部 

面 積 約０．７ｈａ 

地区計画の目標 

西風新都大塚西三丁目１１番ほか地区（以下「本地区」という。）は、広島市の北

西部で新たな都市機能の集積拠点として整備されている西風新都の中にあって、都

市計画道路西風新都中央線に面する地区であり、アストラムライン駅に近いという

利便性を備えた地区である。 

本地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計

画誘導地区」に位置付けられ、地域住民が主体となって地区計画制度等を活用し、

計画的で魅力あるまちづくりを行う地区とされている。また、地域住民等によって

策定された「大塚上まちづくり計画（土地利用の将来像）」においても、土地所有者

等が連携して、地区計画制度を活用したまちづくりに取り組むこととされている。 

このため、本地区の土地所有者等が勉強会等による検討を重ね、地区計画を策定

することにより、計画的で魅力ある市街地環境の形成を図ろうとするものである。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針  本地区では、地区の特性に応じて地区を 2 つに区分し、土地利用に関する方針を

以下のように定める。 

１ 「中央軸形成地区」は、開発行為などで面的に西風新都中央線に接し、地区内

においてふさわしい基盤の整備を行うことを前提に、都市型住宅・生活利便施設

等を主体とした地区とする。 

２ 「住宅地形成地区」は、落着きのある住宅市街地が形成されるように、住宅を

主体とした地区とする。 

地区施設の整備の方針  本地区における地区施設は、既存の道路を有効に活用しながら、安全で快適な環

境や景観の確保に努める。 

建築物等の整備の方針  建築物等について次のような事項を定めることにより、良好な市街地環境の形成

と安全で快適な地区環境の保全・創出を図る。 

１ 建築物の用途の制限 

２ 建築物の容積率の最高限度 

３ 建築物の建蔽率の最高限度 

４ 建築物の敷地面積の最低限度 

５ 壁面の位置の制限 

６ 建築物等の形態又は意匠の制限 

７ 垣又は柵の構造の制限 

その他当該地区の整備、

開発及び保全の方針 

屋外広告物（屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第１項に定める

ものをいう。）に光源を設ける場合は、まぶしさを防止する対策を図るなど周辺の環

境に配慮する。 

決  定  令和３年１２月１７日 広島市告示第６０７号 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

名 称 

中央軸形成地区 

（市街化調整区域：ただし市街化区域

編入後は第一種住居地域を想定） 

住宅地形成地区 

（市街化調整区域：ただし市街化区域

編入後は第一種住居地域を想定） 

面 積 約０．２ｈａ 約０．５ｈａ 

建築物の用途の制

限 

 次に掲げる建築物は、建築してはな

らない。 

１ 神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

２ ボーリング場、スケート場、水泳

場、スキー場、ゴルフ練習場又はバッ

ティング練習場 

３ 自動車教習所 

４ 畜舎（床面積の合計が１５平方メ

ートルを超えるもの（店舗等に附属

するものを除く。）に限る。） 

５ 建築基準法別表第２（ほ）項に掲げ

るもの 

 次に掲げる建築物は、建築してはな

らない。 

１ 住宅（土砂災害警戒区域等におけ

る土砂災害防止対策の推進に関する

法律（平成１２年法律第５７号）第７

条第１項の規定により土砂災害警戒

区域に指定された土地の区域（以下

「警戒区域」という。）内のものに限

る。） 

２ 兼用住宅（建築基準法施行令第１

３０条の３に規定する住宅をいう。

警戒区域内のものに限る。） 

３ 共同住宅、寄宿舎又は下宿（警戒区

域内のものに限る。） 

４ 神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

５ 土砂災害警戒区域等における土砂

災害防止対策の推進に関する法律施

行令（平成１３年政令第８４号）第６

条各号に掲げる社会福祉施設、学校

及び医療施設（いずれも警戒区域内

のものに限る。） 

６ ボーリング場、スケート場、水泳

場、スキー場、ゴルフ練習場又はバッ

ティング練習場 

７ 自動車教習所 

８ 畜舎（床面積の合計が１５平方メ

ートルを超えるものに限る。） 

９ 建築基準法別表第２（ほ）項に掲げ

るもの 

建築物の容積率の

最高限度 
１０分の２０ 

建築物の建蔽率の

最高限度 
１０分の６ 

建築物の敷地面積

の最低限度 

 １６５平方メートルとする。ただし次に掲げる建築物の敷地については、この

限りではない。 
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１ 集会所 

２ 巡査派出所、公衆電話所又は建築基準法施行令第１３０条の４に定める公益

上必要な建築物 

壁面の位置の制限 １ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線（隅切り部分を除

く。）及び隣地境界線までの距離は、１メートル以上としなければならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の部分については、適用しない。 

 （１）簡易な構造の自動車車庫 

 （２）ポーチ等で出入りのための通行専用と認められる建築物の部分 

 （３）物置その他これに類する用途に供する建築物の部分で、次に掲げる要件

に該当するもの 

   イ 軒の高さが２．３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メー

トル以内であること 

   ロ 建築物の部分の水平投影の前面道路に面する長さを敷地の前面道路

に接する部分の水平投影の長さで除した数値が５分の１以下であるこ

と 

 （４）巡査派出所 

 （５）公衆電話所 

 （６）建築基準法施行令第１３０条の４第４号又は第５号に掲げるもの 

 （７）門又は塀 

 （８）前各号に掲げるもののほか、建築物の部分で高さが１．２メートル以下

のもの 

３ 当該地区計画の決定の際現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様

替の工事中の建築物が第１項の規定に適合しない場合においては、当該建築物

に対して、第１項の規定は適用しない。 

４ 前項の規定により第１項の適用を受けない建築物に増築をする場合におい

ては、増築をする部分が第１項及び第２項までの規定に適合する場合に限り、

当該建築物に対して、第１項の規定は適用しない。 

５ 第３項の規定により第１項の適用を受けない建築物に修繕又は模様替をす

る場合においては、当該建築物に対して、第１項の規定は適用しない。 

建築物等の形態又

は意匠の制限 

１ 屋外広告物は、次の（１）又は（２）に該当する自己の用に供する広告物（以

下「自己用」という。）以外を禁止するとともに、自己用のうち、次の（３）、

（４）又は（５）に該当するものは建築物を利用して表示し、又は広告物を掲

出する物件を設置してはならない。 

ただし、広島市屋外広告物条例（昭和５４年条例第６５号）第６条第１項、

第２項、第４項第３号、同項第４号及び同項第６号に規定するものはこの限り

ではない。 

（１）自己の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内

容を表示するため、自己の住所、事業所、営業所若しくは作業場又は車両、

船舶等に表示する広告物又はこれを掲出する物件 

（２）前号に掲げるもののほか、自己の管理する土地又は物件に管理上の必要

に基づき表示する広告物またはこれを掲出する物件 
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（３）広告物の掲出を主たる目的として独立して設けるもので、高さ（脚部、

露出基礎等を含む。）が１０メートルを超えるもの 

（４）地盤面からの高さが１０メートルを超える位置にある壁面から張出して

設けるもの 

（５）屋上若しくは屋根の上に広告物の掲出を主たる目的として独立して設け

るもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する屋外広告物又は現に工事中の屋外広告

物が前項の規定に適合しない場合においては、当該屋外広告物に対して、前項

の規定は適用しない。 

３ 前項の規定により第 1 項の適用を受けない屋外広告物が存する敷地で、建築

物の建築、修繕又は模様替をする場合においては、当該屋外広告物に対して、

第 1 項の規定は適用しない。 

垣又は柵の構造の

制限 

１ 道路に面して設ける垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれかとする。

ただし、門柱又は公共公益施設にあって安全上やむを得ないものについてはこ

の限りでない。 

（１）生け垣 

（２）網状その他これに類する形状のもので、開放性を著しく妨げないもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する垣若しくは柵又は現に工事中の垣若し

くは柵が前項の規定に適合しない場合においては、当該垣又は柵に対して、前

項の規定は適用しない。 

３ 前項の規定により第 1 項の適用を受けない垣又は柵が存する敷地で、建築物

の建築、修繕又は模様替をする場合においては、当該垣又は柵に対して、第 1

項の規定は適用しない。 

 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 

 
理由（都市計画法施行規則第 9条第 3項に規定する当該都市計画を定めた理由） 
大塚西三丁目１１番ほか地区は、広島市の北西部で新たな都市機能の集積拠点として整備されている西風

新都の中にあって、都市計画道路西風新都中央線に面し、アストラムライン駅に近いという利便性を備えた
地区である。 
また、当該地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計画誘導地区」に

位置付けられ、地域住民が主体となって地区計画制度等を活用し、計画的な魅力あるまちづくりを行う地区
とされており、地域住民等によって策定された「大塚上まちづくり計画（土地利用の将来像）」においても、
地区計画制度などにより、計画的な開発や良好な都市環境の形成を図ることとされている。これらを受けて、
土地所有者等が検討を重ね、都市計画法第 21 条の 2 の規定に基づく地区計画決定の提案を本市に提出され
た。 
このことから、計画的で魅力ある市街地環境の形成を図るため、当該提案に基づき、地区計画を決定する

ものである。 
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７０．瀬野四丁目地区 地区計画 

 

        

              (市街化区域隣接型) 

名     称 瀬野四丁目地区 地区計画 

位     置 広島市安芸区瀬野四丁目の一部 

面     積 約 0.9ha 

地区計画の目標 瀬野四丁目地区は、JR 瀬野駅から北東に 700ｍに位置しており、JR

山陽本線及び国道 2 号により都心部と連絡されているなど、交通条件、

自然環境に恵まれた地区であり、周辺は緑豊かな住宅地を形成してい

る。 

このような条件に加えて、今後の高齢社会の到来を踏まえ、災害に

強いまちづくりの観点から、地域の医療・介護を担う地域医療施設を

安全な場所へ移転するなどの検討が行われてきた。 

こうしたことから、本地区で地区計画を策定することにより、安全・

安心に暮らせる生活基盤の整備を図ろうとするものである。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 沿道の環境や周辺の住環境に配慮するとともに、建築物の用途等を

誘導することにより、地区にふさわしい土地利用を進める。 

地区施設の整備の
方針 

本地区における地区施設は、既存の道路を有効に活用しながら、安

全で快適な環境や景観の確保に努める。 

建築物等の整備の
方針 

建築物等について、次の事項を定めることにより、良好な市街地環

境の形成と安全で快適な地区環境の保全・創出を図る。 

 

１ 建築物の用途の制限 

２ 建築物の高さの最高限度 

３ 壁面の位置の制限 

４ 垣又は柵の構造の制限 

決  定  令和４年 ２月 ９日 広島市告示第 ５１号 

最終変更  令和７年 ３月３１日 広島市告示第１５９号 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の用途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。 

１ 共同住宅又は寄宿舎（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第７条第１項

の規定により土砂災害警戒区域に指定された土地の区域（以下「警

戒区域」という。）内のものを除き、介護保険法（平成９年法律第１

２３号）第８条第２０項又は同法第８条の２第１５項に規定する（介

護予防）認知症対応型共同生活介護を行うものに限る。） 

２ 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの（警

戒区域内のものを除く。） 

３ 診療所（警戒区域内のものを除く。） 

４ 病院（警戒区域内のものを除く。） 

５ 老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類するもの（警

戒区域内のものを除く。） 

６ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律（昭和３５年法律第１４５号）第２条第１２項に規定する薬局 

７ 巡査派出所、公衆電話所又は建築基準法施行令第１３０条の４に

定める公益上必要な建築物（警戒区域内の土砂災害警戒区域等にお

ける土砂災害防止対策の推進に関する法律施行令（平成１３年政令

第８４号）第６条第１号に掲げるものを除く。） 

８ 前各号の建築物に附属するもの 

建築物の高さ

の最高限度 

建築物の高さは２２メートルを超えてはならない。 

壁面の位置の

制限 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線（隅切部

分を除く。）及び隣地境界線までの距離は、1 メートル以上としなけ

ればならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の部分については適

用しない。 

⑴ 簡易な構造の自動車車庫 

⑵ ポーチ等で出入りのための通行専用と認められる建築物の部分 

⑶ 物置その他これに類する用途に供する建築物の部分で、次に掲

げる要件に該当するもの 

イ 軒の高さが２．３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５

平方メートル以内であること 

ロ 建築物の部分の水平投影の前面道路に面する長さを敷地の前

面道路に接する部分の水平投影の長さで除した数値が５分の１

以下であること 

⑷ 巡査派出所 

⑸ 公衆電話所 

⑹ 建築基準法施行令第１３０条の４第４号又は第５号に掲げるも 

 の 

⑺ 門又は塀 

⑻ 前各号に掲げるもののほか、建築物の部分で高さが１．２メー

トル以下のもの 
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垣又は柵の構

造の制限 

道路に面して設ける垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれか

とする。ただし、道路の境界線から１メートル以上離れたもの及び門

柱又は公共公益施設にあって安全上やむを得ないものについてはこの

限りでない。 

１ 生け垣 

２ 網状その他これに類する形状のもので、開放性を著しく妨げない

もの 

３ 地盤面からの高さが１．２メートル以下のもの 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 

 

理由（都市計画法施行規則第 9条第 3項に規定する当該都市計画を定めた理由） 
瀬野四丁目地区は、ＪＲ瀬野駅から北東に 700ｍに位置しており、ＪＲ山陽本線及び国道 2 号により都心

部と連絡されているなど、交通条件、自然環境に恵まれた地区であり、周辺は緑豊かな住宅地を形成してい
る。 

 このような条件に加えて、今後の高齢社会の到来を踏まえ、災害に強いまちづくりの観点から、地域の医
療・介護を担う地域医療施設を安全な場所へ移転するなどの検討が行われ、これを実現するため、土地所有
者から、都市計画法第 21 条の 2 の規定に基づく地区計画決定の提案が本市に提出された。 

 本市では、広島市都市計画マスタープランにおいて、「広島市市街化調整区域における地区計画の運用基
準に基づき、一定の条件を満たす市街化区域隣接地において、地区計画制度を活用し、良好な環境の保全ま
たは形成を図る」こととしており、本提案はこれに整合したものであることから、地区の特性に応じた建築
物等の誘導・規制を行い、安全・安心に暮らせる生活基盤の整備を図るため、本提案に基づき、地区計画を
決定するものである。 
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７１．広島イノベーション・テクノ・ポート地区 地区計画 

 

 

名    称 広島イノベーション・テクノ・ポート地区 地区計画 

位    置 広島市西区観音新町四丁目の一部 

面    積 約 １７．９ ha 

地区計画の目標 広島イノベーション・テクノ・ポート地区は、広島市の南西部に位置する広島

西飛行場跡地内にあって、都心に近く、山陽自動車道などへのアクセス性に優

れた交通利便性の高い地区である。 

本地区は、「広島西飛行場跡地利用計画」において、こうした地区の特性を生

かして、雇用を創出し、産業基盤の強化を図る「新たな産業（雇用）」ゾーンに

位置付けられている。 

このため、地区計画を策定することにより、地区の特性に応じた建築物等の

誘導・規制を行い、産業ゾーンとしてふさわしい良好な環境の創出と保全を図

ろうとするものである。  

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関

す
る
方
針 

土地利用の方針 敷地の細分化を防止するとともに、建築物の用途等を誘導することにより、
市街地環境の悪化を防ぎ、良好な産業団地の形成及び保全を図る。 

地区施設の整備

の方針 

本地区における地区施設は、「広島西飛行場跡地利用計画」に基づき、民間の
開発事業により整備され、それぞれの施設の機能を損なわないようその維持・
保全を図る。 

建築物等の整備

の方針 

建築物等について次のような事項を定めることにより、良好な市街地環境の
形成及び保全を図る。 
 
１ 建築物の用途の制限 
２ 建築物の敷地面積の最低限度 
３ 壁面の位置の制限 
４ 垣又は柵の構造の制限 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の用途の

制限 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 
 
１ 住宅 
２ 兼用住宅(建築基準法施行令第１３０条の３に定める住宅をいう。) 
３ 共同住宅、寄宿舎又は下宿（ただし、地区内に立地する企業が自らの従業
員のために設置する共同住宅、寄宿舎を除く。） 

４ 学校、図書館その他これらに類するもの（ただし、大学を除く。） 
５ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 
６ 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの（ただし、児
童福祉法（昭和 22年法律第 164 号）第６条の３第１２項に規定する事業所
内保育事業を行う施設を除く。） 

７ 公衆浴場 
８ 老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類するもの 
９ ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー場、ゴルフ練習場又はバッテ
ィング練習場 

10 ホテル又は旅館 
11 自動車教習所 
12 畜舎（床面積の合計が３０平方メートルを超えるもの） 
13 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの 
14 カラオケボックスその他これに類するもの 
15 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 
16 公会堂又は集会場 
17 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第

122 号）第２条第１項に規定する風俗営業に係る建築物 
18 ナイトクラブその他これに類する建築基準法施行令第１３０条の７の３に
定める建築物 

19 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するものでその用途に供する
部分の床面積の合計が１，０００平方メートルを超えるもの 

決  定  令和４年 ２月 ９日 広島市告示第５２号 

最終変更  令和４年 ８月２５日 広島市告示第４３２号 
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地
区
整
備
計
画 

 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の敷地面

積の最低限度 

１,５００平方メートルとする。ただし、次に掲げる建築物の敷地については、
この限りでない。 

 
１ 日用品の販売を主たる目的とする店舗又は食堂若しくは喫茶店 
２ 巡査派出所  
３ 公衆電話所 
４ 建築基準法施行令第１３０条の４に定める公益上必要な建築物 

壁面の位置の制

限 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線（隅切部分を除
く。）までの距離は、次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める数値以上と
しなければならない。 
(1) 県道南観音観音線  ３メートル 
(2) その他の道路    １メートル 
２ 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の部分については、適用しな
い。 
(1) 巡査派出所  
(2) 公衆電話所 
(3) 建築基準法施行令第１３０条の４第４号又は第５号に掲げるもの 
(4) 門又は塀 

垣又は柵の構造

の制限 

道路に面して設ける垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれかとする。 
ただし、門柱又は公共公益施設にあって安全上やむを得ないものについては

この限りではない。 
 

１ 生け垣 
２ 地盤面からの高さが２メートル以下の網状その他これに類する形状のもの
で、これに沿って植栽を施したもの 

３ 地盤面からの高さが２メートル以下のコンクリートブロック造、鉄筋コン
クリート造又は石造りその他これらに類するもので、道路境界線から２メー
トル以上後退し、かつ道路の境界線に沿って植栽を施したもの 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 
 

理由（都市計画法施行規則第9条第3項に規定する当該都市計画を定めた理由） 

 広島イノベーション・テクノ・ポート地区は、広島市の南西部に位置する広島西飛行場跡地内にあって、

都心に近く、山陽自動車道などへのアクセス性に優れた交通利便性の高い地区である。 

また、本地区は、「広島西飛行場跡地利用計画」において、こうした地区の特性を生かして、雇用を創出

し、産業基盤の強化を図る「新たな産業（雇用）」ゾーンに位置付けられており、地区計画制度の活用など

によって計画的な土地利用を図ることとされている。これを受けて、土地所有者である開発事業者から、都

市計画法第 21条の 2の規定に基づく地区計画決定の提案が本市に提出された。 

このことから、地区の特性に応じた建築物等の誘導・規制を行い、産業ゾーンとしてふさわしい良好な環

境の創出と保全を図るため、当該提案に基づき、地区計画を決定するものである。 
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７２．西風新都石内湯戸地区 地区計画 

 

 

（西風新都計画誘導型「まちづくりタイプ」） 

名 称 西風新都石内湯戸地区 地区計画 

位 置 広島市佐伯区五日市町大字石内の一部 

面 積 約 3.0ｈａ 

地区計画の目標 石内湯戸地区（以下「本地区」という。）は、広島市の北西部で新たな都市機能

の集積拠点として整備されている西風新都の中にあって、石内地区の南西部に位置

し、豊かな田園環境の中に幹線道路の利便性を兼ね備えた地区である。 

本地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計

画誘導地区」に位置付けられ、地域住民が主体となって地区計画制度等を活用し、

計画的な魅力あるまちづくりを行う地区とされている。また、地域住民等によって

策定された「石内まちづくり基本構想」及び「石内まちづくり計画」においても、

地区計画制度を活用しながら、地域軸にふさわしい計画的な土地利用を促進するこ

ととされている。 

このため、本地区の土地所有者等による検討を重ね、地区計画を策定することに

より、計画的で魅力ある市街地環境の形成を図ろうとするものである。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 本地区では、自然と生活文化を大切にしながら、適切かつ良好な土地利用を実現

するため、地区を三つに区分し、土地利用に関する方針を以下のように定める。 

１ 「沿道地区Ａ」は、沿道環境や景観の改善等を進め、幹線道路を生かした沿道

にふさわしい土地利用を進める地区とする。 

２ 「沿道地区Ｂ」は、幹線道路沿道のまとまった土地を生かし、商業施設の立地

を図る地区とする。 

３ 「住居地区」は、田園環境等の周辺環境に配慮しつつ、安全で快適な生活環境

を形成する地区とする。 

地区施設の整備の方針 本地区においては、田園環境等の周辺環境に配慮しつつ、安全で快適な生活環境

の形成と幹線道路を生かした沿道にふさわしい土地利用を進めるため、街区道路、

緑地、調整池及び水路について地区整備計画に位置付け、開発により整備する。 

建築物等の整備の方針 建築物等について次のような事項を定めることにより、良好な市街地環境の形成

と安全で快適な地区環境の保全・創出を図る。 

１ 建築物の用途の制限 

２ 建築物の容積率の最高限度 

３ 建築物の建蔽率の最高限度 

４ 建築物の敷地面積の最低限度 

５ 建築物の高さの最高限度 

６ 壁面の位置の制限 

７ 建築物等の形態又は意匠の制限 

８ 垣又は柵の構造の制限 

なお、沿道地区Ａについては、建築基準法第 61 条に定める準防火地域内の建築

物を建築することにより、本地区の不燃化と防災力の向上を図る。 

その他当該地区の整

備、開発及び保全の方

針 

屋外広告物（屋外広告物法（昭和 24 年法律第 189 号）第 2 条第 1 項に定めるも

のをいう。）に光源を設ける場合は、まぶしさを防止する対策を図るなど周辺の環

境に配慮する。 

決  定  令和５年 ２月 ２日 広島市告示第３８号 

最終変更  令和６年 ２月２８日 広島市告示第７５号 
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地
区
整
備
計
画 

地区施設の配置及び名

称 
道 路 

名 称 幅 員 延 長 

街区道路 約 6メートル 約 130 メートル 

緑 地 

名 称 面 積 

緑 地 約 870 平方メートル 

その他の公共空地 

名 称 面 積 

調整池 約 1,500 平方メートル 

水路 約 280 平方メートル 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の 

区分 

名 称 
沿道地区Ａ 

（市街化調整区域） 

沿道地区Ｂ 

（市街化調整区域） 

住居地区 

（市街化調整区域） 

面 積 約 0.6ｈａ 約 2.0ｈａ 約 0.4ｈａ 

建築物の用途の

制限 

次に掲げる建築物は、

建築してはならない。 

１ 住宅（土砂災害警戒

区域等における土砂災

害防止対策の推進に関

する法律（平成 12 年法

律第 57 号）第 7 条第 1

項の規定により土砂災

害警戒区域に指定され

た土地の区域（以下「警

戒区域」という。）内の

ものに限る。） 

２ 兼用住宅（建築基準

法施行令第 130 条の 3

に規定する住宅をい

う。警戒区域内のもの

に限る。） 

３ 共同住宅、寄宿舎又

は下宿（いずれも警戒

区域内のものに限る。） 

４ 土砂災害警戒区域等

における土砂災害防止

対策の推進に関する法

律施行令（平成 13 年政

令第 84 号）第 6条各号

に掲げる社会福祉施

設、学校又は医療施設

（いずれも警戒区域内

のものに限る。） 

５ 神社、寺院、教会その

他これらに類するもの 

次に掲げる建築物以外

の建築物は、建築しては

ならない。 

１ 店舗、飲食店その他

これらに類する用途に

供するもので、その用

途に供する部分の床面

積の合計が 2,000 平方

メートル以内のもの 

２ 巡査派出所、公衆電

話所又は建築基準法施

行令第 130 条の 4 に定

める公益上必要な建築

物（警戒区域内の土砂

災害警戒区域等におけ

る土砂災害防止対策の

推進に関する法律施行

令（平成 13 年政令第 84

号）第 6 条第 1 号に掲

げるものを除く。） 

 

３ 前各項の建築物に附

属するもの 

次に掲げる建築物は、

建築してはならない。 

１ 神社、寺院、教会その

他これらに類するもの 

２ ボーリング場、スケ

ート場、水泳場、スキー

場、ゴルフ練習場又は

バッティング練習場 

３ ホテル又は旅館 

４ 自動車教習所 

５ 畜舎（床面積の合計

が15平方メートルを超

えるもの（店舗等に附

属するものを除く。）に

限る。） 

６ 建築基準法別表第 2

（ほ）項に掲げる建築

物 
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６ ボーリング場、スケ

ート場、水泳場、スキー

場、ゴルフ練習場又は

バッティング練習場 

７ ホテル又は旅館 

８ 自動車教習所 

９ 畜舎（床面積の合計

が15平方メートルを超

えるもの（店舗等に附

属するものを除く。）に

限る。） 

10 勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他こ

れらに類するもの 

11 カラオケボックスそ

の他これに類するもの

（鉄筋コンクリート造

等の遮音上有効な建築

物内に設けるものを除

く。） 

12 劇場、映画館、演芸場

又は観覧場 

13 倉庫業を営む倉庫 

14 建築基準法別表第 2

（り）項に掲げる建築

物 

15 風俗営業等の規制及

び業務の適正化等に関

する法律（昭和 23 年法

律第 122 号）第 2条第 1

項第 2 号から第 5 号ま

でに掲げる風俗営業に

係る建築物 

16 ナイトクラブその他

これに類する建築基準

法施行令第 130 条の 7

の 3に定める建築物 

建築物の容積率

の最高限度 
10 分の 20 

建築物の建蔽率

の最高限度 
10 分の 7 10 分の 6 

建築物の敷地面

積の最低限度 

― 

4,000 平方メートルと

する。 

ただし、巡査派出所、

公衆電話所又は建築基準

法施行令第 130 条の 4に

定める公益上必要な建築

物の敷地については、こ

の限りでない。 

― 
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建築物の高さの 

最高限度 

１ 建築物の各部分の高

さは、次に掲げるもの

以下としなければなら

ない。 

(1) 前面道路の反対側

の境界線からの水平距

離が20メートル以下の

範囲内においては、当

該部分から前面道路の

反対側の境界線までの

水平距離に 1．5を乗じ

て得たもの 

(2) 当該部分から隣地

境界線までの水平距離

に、建築物の高さが 31

メートルを超える部分

を有するものにあって

は、その部分から隣地

境界線までの水平距離

のうち最小のものに相

当する距離を加えたも

のに 2．5を乗じて得た

ものに、31 メートルを

加えたもの 

２ 前面道路の境界線か

ら後退した建築物に対

する前項第 1 号の規定

の適用については、同

号中「前面道路の反対

側の境界線」とあるの

は、「前面道路の反対側

の境界線から当該建築

物の後退距離（当該建

築物（地盤面下の部分

又は建築基準法施行令

第 130条の 12第 1号か

ら第 4 号まで若しくは

第 6 号で定める部分を

除く。）から前面道路の

境界線までの水平距離

のうち最小のものをい

う。）に相当する距離だ

け外側の線」とする。 

３ 建築物の敷地が 2 以

上の道路に接し、又は

公園、広場、水面その他

これらに類するものに

接する場合、建築物の

敷地とこれに接する道

建築基準法第 56 条第 1 項第 2 号ニ及び同法別

表第 3の 5の項（に）の欄の規定に基づき定める

数値による 
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路若しくは隣地との高

低差が著しい場合その

他特別の事情がある場

合における第 1 項及び

第 2 項の規定の適用の

緩和に関する措置は、

建築基準法施行令第

132条から第 135条の 3

に定めるところによ

る。 

４ 第 1 項第 2 号の規定

による高さの算定につ

いては、地盤面からの

高さによる。 

５ 第 1 項第 1 号の規定

及び建築基準法施行令

第 130条の 12の規定に

よる高さの算定につい

ては、前面道路の路面

の中心からの高さによ

る。 

６ 第 1 項に規定する建

築物の高さには、階段

室、昇降機塔、装飾塔、

物見塔、屋窓その他こ

れらに類する建築物の

屋上部分の水平投影面

積の合計が当該建築物

の建築面積の 8 分の 1

以内の場合において

は、その部分の高さは、

12 メートルまでは、当

該建築物の高さに算入

しない。 

壁面の位置の制

限 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線（隅切部分を除く。）

及び隣地境界線までの距離は、1メートル以上としなければならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の部分については、適用しな

い。 

(1) ポーチ等で出入りのための通行専用と認められる建築物の部分 

(2) 簡易な構造の自動車車庫 

(3) 物置その他これに類する用途に供する建築物の部分で、次に掲げる要件に該

当するもの 

イ 軒の高さが2．3メートル以下で、かつ、床面積の合計が5平方メートル以

内であること 

ロ 建築物の部分の水平投影の前面道路に面する長さを敷地の前面道路に接

する部分の水平投影の長さで除した数値が5分の1以下であること 

(4) 巡査派出所 

(5) 公衆電話所 

(6) 建築基準法施行令第130条の4第4号又は第5号に掲げるもの 
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(7) 門又は塀 

(8) 前各号に掲げるもののほか、建築物の部分で高さが1．2メートル以下のもの 

３ 当該地区計画の決定の際現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様

替の工事中の建築物が第1項の規定に適合しない場合においては、当該建築物に

対して、第1項の規定は適用しない。 

４ 前項の規定により第1項の適用を受けない建築物に増築をする場合において

は、増築をする部分が第1項及び第2項までの規定に適合する場合に限り、当該

建築物に対して、第1項の規定は適用しない。 

５ 第3項の規定により第1項の適用を受けない建築物に修繕又は模様替をする場

合においては、当該建築物に対して、第1項の規定は適用しない。 

建築物等の形態

又は意匠の制限 

１ 屋外広告物は、次の(1)又は(2)に該当する自己の用に供する広告物（以下「自

己用」という。）以外を禁止するとともに、自己用のうち、次の(3)に該当するも

のは建築物を利用して表示し、又は広告物を掲出する物件を設置してはならな

い。 

ただし、広島市屋外広告物条例（昭和 54 年条例第 65 号）第 6条第 1項、第 2

項、第 4 項第 3 号、同項第 4 号及び同項第 6 号に規定するものはこの限りでな

い。 

(1) 自己の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容を

表示するため、自己の住所、事業所、営業所若しくは作業場又は車両、船舶等

に表示する広告物又はこれを掲出する物件 

(2) 前号に掲げるもののほか、自己の管理する土地又は物件に管理上の必要に基

づき表示する広告物又はこれを掲出する物件 

(3) 屋上又は屋根の上に広告物の掲出を主たる目的として独立して設けるもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する屋外広告物又は現に工事中の屋外広告物

が前項の規定に適合しない場合においては、当該屋外広告物に対して、前項の規

定は適用しない。 

３ 前項の規定により第 1項の適用を受けない屋外広告物が存する敷地で、建築物

の建築、修繕又は模様替をする場合においては、当該屋外広告物に対して、第 1

項の規定は適用しない。 

垣又は柵の構造

の制限 

１ 道路に面して設ける垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれかとする。た

だし、門柱又は公共公益施設にあって安全上やむを得ないものについてはこの限

りでない。 

(1) 生け垣 

(2) 網状その他これに類する形状のもので、開放性を著しく妨げないもの 

(3) 地盤面からの高さが 1．2メートル以下のもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する垣若しくは柵又は現に工事中の垣若しく

は柵が前項の規定に適合しない場合においては、当該垣又は柵に対して、前項の

規定は適用しない。 

３ 前項の規定により第 1項の適用を受けない垣又は柵が存する敷地で、建築物の

建築、修繕又は模様替をする場合においては、当該垣又は柵に対して、第 1項の

規定は適用しない。 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 
 
理由（都市計画法施行規則第 9条第 3項に規定する当該都市計画を定めた理由） 
本地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計画誘導地区」に位置

付けられ、地域住民が主体となって地区計画制度等を活用し、計画的な魅力あるまちづくりを行う地区
とされている。また、地域住民等によって策定された「石内まちづくり基本構想」及び「石内まちづく
り計画」においても、地区計画制度を利用しながら、地域軸にふさわしい計画的な土地利用を促進する
こととされている。 
石内地区の南西部に位置し、豊かな田園環境の中に幹線道路の利便性を兼ね備えた立地特性を生かす

とともに、計画的で魅力ある市街地環境の形成を図るため、地区計画を定めるものである。
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※ この計画図は、都市計画法に基づいて定められた地区計画の概ねの区域や区分等を表示した概要計画図です。 

詳細をお知りになりたい場合は、市役所 都市整備局 都市計画課又は所轄区役所 建築課にある縦覧用の計画図 

（都市計画の図書）をご覧ください。 
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７３．西広島駅南口西地区 地区計画 

        

名     称 西広島駅南口西地区 地区計画 

位     置 広島市西区己斐本町一丁目の一部 

面     積 約１．６ha 

地区計画の目標 本地区は、鉄道、路面電車及びバスの乗換え地点として、広島の西部

と都心部を繋ぐ交通結節点としての機能を有しており、また、アストラ

ムライン延伸時には、西風新都と都心を繋ぐ交通結節機能の更なる集積

が見込まれている。 

本地区では、市街地再開発事業により良好な商業施設や共同住宅、広

場等の公共空間及び道路等の都市基盤が整備されるため、本地区に地区

計画を策定することにより、快適な歩行者空間を形成するとともに、駅

前に適切な土地利用を誘導し、交通結節機能の強化と駅周辺にふさわし

い都市空間の形成を図ろうとするものである。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

土地利用の方針 交通ターミナル機能を持つ本地区の利便性を生かし、商業や住宅、公

共公益施設等の様々な都市機能が複合的に集積した、健全で多機能な都

市空間を創出する土地利用を図る。 

地区施設の整備の

方針 

各交通機関の乗換え時における利便性と安全性を向上させ、交通結節

機能の更なる強化を図るとともに、快適でゆとりのある歩行者空間を形

成するために歩行者用上空通路を整備する。 

建築物等の整備の

方針 

地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、交通結節機能の強化、

駅周辺にふさわしい都市空間の形成を図るために「建築物の用途の制

限」を定める。 

地
区
整
備
計
画 

地区施設の配置及

び規模 

歩行者用上空通路を計画図表示のとおり配置する。 

歩行者用上空通路 A：幅員約 2.5ｍ、延長約 90ｍ 

歩行者用上空通路 B：幅員約 1.5ｍ、延長約 15ｍ 

建
築
物
に
関
す
る
事
項 

建築物の用途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはならない。 

1 勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの 

2 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律

第122 号）第2条第1項第1号から第4号に規定する風俗営業又は同

条第6項に規定する店舗型性風俗特殊営業に係る建築物 

3 ナイトクラブその他これに類する建築基準法施行令第130条の7の

3に定める建築物 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり」 
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７４．西風新都石内下中平田地区 地区計画 

 

（西風新都計画誘導型「まちづくりタイプ」） 

名 称 西風新都石内下中平田地区 地区計画 

位 置 広島市佐伯区五日市町大字石内の一部 

面 積 約 3.3ｈａ 

地区計画の目標 石内下中平田地区（以下「本地区」という。）は、広島市の北西部で新たな都市機

能の集積拠点として整備されている西風新都の中にあって、石内地区の南西部に位

置し、豊かな田園環境の中に幹線道路の利便性を兼ね備えた地区である。 

本地区は、「活力創造都市“ひろしま西風新都”推進計画２０１３」において「計

画誘導地区」に位置付けられ、地域住民が主体となって地区計画制度等を活用し、

計画的な魅力あるまちづくりを行う地区とされている。また、地域住民等によって

策定された「石内まちづくり基本構想」及び「石内まちづくり計画」においても、

地区計画制度を活用しながら、地域軸にふさわしい計画的な土地利用を促進するこ

ととされている。 

このため、本地区において、地区計画を策定することにより、計画的で魅力ある

市街地環境の形成を図ろうとするものである。 

区
域
の
整
備
䣍
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 本地区では、既存の住環境と生活文化を大切にしながら、適切かつ良好な土地利

用を実現するため、地区を二つに区分し、土地利用に関する方針を以下のように定

める。 

１ 「沿道地区」は、幹線道路の利便性を生かした土地利用を進める地区とする。 

２ 「住居地区」は、田園環境等の周辺環境に配慮しつつ、安全で快適な生活環境

を形成する地区とする。 

地区施設の整備の方針 本地区においては、田園環境等の周辺環境に配慮しつつ、幹線道路沿道の利便性

を生かし、安全で快適な生活環境の形成を図るため、街区道路について地区整備計

画に位置付け、開発等により整備する。 

建築物等の整備の方針 建築物等について次のような事項を定めることにより、良好な市街地環境の形成

と安全で快適な地区環境の保全・創出を図る。 

１ 建築物の用途の制限 

２ 建築物の容積率の最高限度 

３ 建築物の建蔽率の最高限度 

４ 建築物の高さの最高限度 

５ 壁面の位置の制限 

６ 建築物等の形態又は意匠の制限 

７ 垣又は柵の構造の制限 

なお、沿道地区については、建築基準法第 61 条に定める準防火地域内の建築物

を建築することにより、本地区の不燃化と防災力の向上を図る。 

その他当該地区の整備、 

開発及び保全の方針 

屋外広告物（屋外広告物法（昭和 24 年法律第 189 号）第 2 条第 1 項に定めるも

のをいう。）に光源を設ける場合は、まぶしさを防止する対策を図るなど周辺の環境

に配慮する。 

地
区
整
備
計
画 

 

地区施設の配置及び名

称 街区道路を計画図表示のとおり配置する。 

街区道路：幅員約 9メートル、延長約 130 メートル 
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建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の 

区分 

名 称 
沿道地区 

（市街化調整区域） 

住居地区 

（市街化調整区域） 

面 積 約 0.7ｈａ 約 2.6ｈａ 

建築物の用途の

制限 

次に掲げる建築物は、建築してはな

らない。  

１ 神社、寺院、教会その他これらに

類するもの  

２ ボーリング場、スケート場、水泳

場、スキー場、ゴルフ練習場又は

バッティング練習場  

３ ホテル又は旅館  

４ 自動車教習所  

５ 畜舎（床面積の合計が１５平方メ

ートルを超えるもの（店舗等に附

属するものを除く。）に限る。）  

６ 勝馬投票券発売所、場外車券売場

その他これらに類するもの  

７ カラオケボックスその他これに類

するもの（鉄筋コンクリート造り

等の遮音上有効な建築物内に設け

るものを除く。）  

８ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場  

９ 倉庫業を営む倉庫  

10  風俗営業等の規制及び業務の適正

化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項第２

号から第５号に規定する風俗営業

に係る建築物  

11  ナイトクラブその他これに類する

建築基準法施行令第１３０条の７

の３に定める建築物  

12  建築基準法別表第２（り）項に掲

げるもの 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

１ 神社、寺院、教会その他これらに類す

るもの 

２ ボーリング場、スケート場、水泳場、

スキー場、ゴルフ練習場又はバッティ

ング練習場 

３ ホテル又は旅館 

４ 自動車教習所 

５ 畜舎（床面積の合計が 15 平方メート

ルを超えるもの（店舗等に附属するも

のを除く。）に限る。） 

６ 建築基準法別表第 2（ほ）項に掲げる

もの 

建築物の容積率

の最高限度 
10 分の 20 

建築物の建蔽率

の最高限度 
10 分の 7 10 分の 6 

建築物の高さの 

最高限度 

１ 建築物の各部分の高さは、次に掲

げるもの以下としなければならな

い。 

(1) 前面道路の反対側の境界線から

の水平距離が20メートル以下の範囲

内においては、当該部分から前面道

路の反対側の境界線までの水平距離

に 1．5を乗じて得たもの 

(2) 当該部分から隣地境界線までの

水平距離に、建築物の高さが 31 メー

建築基準法第 56 条第 1項第 2 号ニ

及び同法別表第 3の 5の項（に）の

欄の規定に基づき定める数値による 
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トルを超える部分を有するものにあ

っては、その部分から隣地境界線ま

での水平距離のうち最小のものに相

当する距離を加えたものに 2．5を乗

じて得たものに、31 メートルを加え

たもの 

２ 前面道路の境界線から後退した建

築物に対する前項第 1 号の規定の適

用については、同号中「前面道路の反

対側の境界線」とあるのは、「前面道

路の反対側の境界線から当該建築物

の後退距離（当該建築物（地盤面下の

部分又は建築基準法施行令第 130 条

の 12第 1号から第4号まで若しくは

第 6号で定める部分を除く。）から前

面道路の境界線までの水平距離のう

ち最小のものをいう。）に相当する距

離だけ外側の線」とする。 

３ 建築物の敷地が 2 以上の道路に接

し、又は公園、広場、水面その他これ

らに類するものに接する場合、建築

物の敷地とこれに接する道路若しく

は隣地との高低差が著しい場合その

他特別の事情がある場合における第

1 項及び第 2 項の規定の適用の緩和

に関する措置は、建築基準法施行令

第 132 条から第 135 条の 3 に定める

ところによる。 

壁面の位置の制

限 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線（隅切部分を除く。）、

地区施設（街区道路）及び隣地境界線までの距離は、1メートル以上としなければ

ならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の部分については、適用しない。 

(1) 簡易な構造の自動車車庫 

(2) ポーチ等で出入りのための通行専用と認められる建築物の部分 

(3) 物置その他これに類する用途に供する建築物の部分で、次に掲げる要件に該

当するもの 

イ 軒の高さが2．3メートル以下で、かつ、床面積の合計が5平方メートル以

内であること 

ロ 建築物の部分の水平投影の前面道路に面する長さを敷地の前面道路に接す

る部分の水平投影の長さで除した数値が5分の1以下であること 

(4) 巡査派出所 

(5) 公衆電話所 

(6) 建築基準法施行令第130条の4第4号又は第5号に掲げるもの 

(7) 門又は塀 

(8) 前各号に掲げるもののほか、建築物の部分で高さが1．2メートル以下のもの 

３ 当該地区計画の決定の際現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様

替の工事中の建築物が第1項の規定に適合しない場合においては、当該建築物に

対して、第1項の規定は適用しない。 

４ 前項の規定により第1項の適用を受けない建築物に増築をする場合において
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は、増築をする部分が第1項及び第2項の規定に適合する場合に限り、当該建築

物に対して、第1項の規定は適用しない。 

５ 第3項の規定により第1項の適用を受けない建築物に修繕又は模様替をする場

合においては、当該建築物に対して、第1項の規定は適用しない。 

建築物等の形態

又は意匠の制限 

１ 屋外広告物は、次の(1)又は(2)に該当する自己の用に供する広告物（以下「自

己用」という。）以外を禁止するとともに、自己用のうち、次の(3)に該当するも

のは建築物を利用して表示し、又は広告物を掲出する物件を設置してはならな

い。 

ただし、広島市屋外広告物条例（昭和 54 年条例第 65 号）第 6条第 1 項、第 2

項、第 4 項第 3 号、同項第 4 号及び同項第 6 号に規定するものはこの限りでな

い。 

(1) 自己の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容を表

示するため、自己の住所、事業所、営業所若しくは作業場又は車両、船舶等に表

示する広告物又はこれを掲出する物件 

(2) 前号に掲げるもののほか、自己の管理する土地又は物件に管理上の必要に基

づき表示する広告物又はこれを掲出する物件 

(3) 屋上又は屋根の上に広告物の掲出を主たる目的として独立して設けるもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する屋外広告物又は現に工事中の屋外広告物

が前項の規定に適合しない場合においては、当該屋外広告物に対して、前項の規

定は適用しない。 

３ 前項の規定により第 1 項の適用を受けない屋外広告物が存する敷地で、建築物

の建築、修繕又は模様替をする場合においては、当該屋外広告物に対して、第 1

項の規定は適用しない。 

垣又は柵の構造

の制限 

１ 道路に面して設ける垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれかとする。た

だし、門柱又は公共公益施設にあって安全上やむを得ないものについてはこの限

りでない。 

(1) 生け垣 

(2) 網状その他これに類する形状のもので、開放性を著しく妨げないもの 

(3) 地盤面からの高さが 1．2メートル以下のもの 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する垣若しくは柵又は現に工事中の垣若しく

は柵が前項の規定に適合しない場合においては、当該垣又は柵に対して、前項の

規定は適用しない。 

３ 前項の規定により第 1 項の適用を受けない垣又は柵が存する敷地で、建築物の

建築、修繕又は模様替をする場合においては、当該垣又は柵に対して、第 1項の

規定は適用しない。 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 
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７５．桐陽台地区 地区計画 

 

 

名     称 桐陽台地区 地区計画 

位     置 広島市安佐北区三入東一丁目及び三入東二丁目の各一部 

面     積 約４８．４ｈａ 

地区計画の目標 桐陽台地区は、都心部から北へ約１８キロメートル、地域的な都市機能

を担う拠点地区である可部地区から北東へ約４キロメートルに位置する計

画的に開発された大規模な住宅団地で、戸建ての低層住宅を主体とし、学

校や公園等の公共施設が整備された閑静で良好な居住環境を有する市街地

が形成されている地区である。 

このため、地区計画を策定することにより、地区の特性に応じた建築物

の誘導等を行い、地区にふさわしい居住環境や快適な都市環境の保全及び

形成を図ろうとするものである。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 低層住宅団地の閑静で良好な居住環境を保全するとともに、幹線道路沿

いに店舗・サービス施設等の立地を誘導し、利便性の高い市街地の形成を

図るため、土地利用に関する方針を次のように定める。 

１ 「住居専用地区」は、戸建ての低層住宅を主体とした閑静で良好な居

住環境を有する市街地の保全及び形成を図る地区とする。 

２ 「近隣商業地区」は、戸建ての低層住宅を主体に近隣住民の利用する

店舗等が共存する、利便性の高い市街地の形成を図る地区とする。 

地区施設の整備の方

針 

本地区における地区施設は、宅地開発により整備されており、それぞれ

の施設の機能を損なわないようその維持、保全を図る。 

建築物等の整備の方

針 

建築物等について次の事項を定めることにより、良好な居住環境を有す

る市街地の保全及び形成を図る。 

１ 建築物の用途の制限 

２ 建築物の敷地面積の最低限度 

３ 壁面の位置の制限 

４ 建築物等の形態又は意匠の制限 

５ 垣又は柵の構造の制限 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の 

区 分 

名 称 住居専用地区 近隣商業地区 

面 積 約４０．３ｈａ 約３．２ｈａ 

建築物の用途の

制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は建築してはなら

ない。 

１ 住宅（住戸数が３以上の長屋を除く。） 

２ 兼用住宅（建築基準法施行令第１３０条の３に

規定する住宅（住戸数が３以上の長屋を除く。）を

いう。） 

３ 集会所 

４ 診療所 

― 
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５ 巡査派出所、公衆電話所又は建築基準法施行令

第１３０条の４に定める公益上必要な建築物 

６ 前各項の建築物に附属するもの 

建築物の敷地面

積の最低限度 

１６５平方メートルとする。ただし、次に掲げる

場合は、この限りではない。 

１ １６５平方メートル未満の土地を建築物の敷地

として使用する場合で、当該敷地面積が当該地区

計画の決定の時の当該土地の登記記録に記録され

た地積以上であるとき。 

２ 巡査派出所の敷地として使用する場合 

３ 公衆電話所の敷地として使用する場合 

４ 建築基準法施行令第１３０条の４各号に掲げる

建築物の敷地として使用する場合 

― 

壁面の位置の制

限 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地

境界線までの距離は、１メートル以上としなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の

部分については、適用しない。 

⑴ ポーチ等で出入りのための通行専用と認めら

れる建築物の部分 

⑵ 簡易な構造の自動車車庫 

⑶ 擁壁を掘り込んで地階に設ける自動車車庫 

⑷ 物置その他これに類する用途に供する建築物

の部分で、軒の高さが２.３メートル以下で、

かつ、床面積の合計が５平方メートル以内であ

るもの 

⑸ 巡査派出所、公衆電話所又は建築基準法施行

令第１３０条の４第４号若しくは第５号に掲げ

るもの 

⑹ 門又は塀 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、建築物の部分で

高さが１.２メートル以下のもの  

３ 当該地区計画の決定の際現に存する建築物又は

現に建築、修繕若しくは模様替の工事中の建築物

が第１項の規定に適合しない場合においては、当

該建築物に対して、第１項の規定は適用しない。 

４ 前項の規定により第１項の適用を受けない建築

物に増築をする場合においては、増築をする部分

が第１項及び第２項の規定に適合する場合に限

り、当該建築物に対して、第１項の規定は適用し

ない。 

５ 第３項の規定により第１項の適用を受けない建

築物に修繕又は模様替をする場合においては、当

該建築物に対して、第１項の規定は適用しない。 

― 
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建築物等の形態

又は意匠の制限 

１ 造成した擁壁等には、床版等の工作物を設けてはならない。ただし、

道路に面する堀り込み車庫及び公共の用に供する施設等については、こ

の限りではない。 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する床版等の工作物又は現に工事中の

床版等の工作物が前項の規定に適合しない場合においては、当該床版等

の工作物に対して、前項の規定は適用しない。 

３ 前項の規定により第１項の適用を受けない床版等の工作物が存する敷

地で、建築物の建築、修繕又は模様替をする場合においては、当該床版

等の工作物に対して、第１項の規定は適用しない。 

垣又は柵の構造

の制限 

１ 垣又は柵は、次の各号に掲げる構造のいずれか

とする。ただし、門柱又は公共公益施設にあって

安全上やむを得ないものについては、この限りで

はない。 

⑴ 生け垣 

⑵ 網状その他これに類する形状のもので、開放

性を著しく妨げないもの 

⑶ 地盤面からの高さが１.８メートル以下のも

の。ただし、コンクリートブロック造りの塀の

場合は、高さ１.６メートル以下とする。 

２ 当該地区計画の決定の際現に存する垣若しくは

柵又は現に工事中の垣若しくは柵が前項の規定に

適合しない場合においては、当該垣又は柵に対し

て、前項の規定は適用しない。 

３ 前項の規定により第１項の適用を受けない垣又

は柵が存する敷地で、建築物の建築、修繕又は模

様替をする場合においては、当該垣又は柵に対し

て、第１項の規定は適用しない。 

― 
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